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【要求水準書の位置付け】 

 本要求水準書は，守谷市（以下「市」という。）守谷市立学校給食センター整備

事業（以下「本事業」という。）を実施するに当たり，本事業の事業者に対して，

市が求める一定の水準を示すものであり，市が期待する提案の方向性を示すもので

ある。 

なお，施設の維持管理，調理，配送の業務は，本事業とは別に発注する。 

 

第１ 本事業の概要 

 １ 本事業の目的 

   本市の学校給食センター（以下「市給食センター」という。）は，昭和 59

年に建築（平成 3 年に一部増築）され，老朽化が深刻化している。 

   このような中，平成３１年 4 月現在で一日当たり 6,638 食の調理をしてい

るが，調理数はこれから数年，増加する見込みであり，令和６年（202４年）

には調理能力数の不足が見込まれる。また，平成９年に施行された「学校給食

衛生管理基準」では，施設の設備や調理過程，配食や保存の方法など，詳細に

基準が定められているが，市給食センターは，当該基準が施行される前に建築

された施設であり，基準に適合していない部分があるが，可能な範囲で基準に

沿った運営をしている。 

   これらを解消するため，新たに市給食センターを設置するものである。 

   本事業により，令和４年（2022 年）4 月には供用の開始を予定し，本市の

児童・生徒にとって，安全・安心で，栄養バランスが配慮され，食育の推進に

も寄与する小・中学校給食の提供を目的とする。 

 

 ２ 法令等の遵守 

   本事業の実施に当たっては，関係する法令・条例及び要綱・各種基準等（以

下「関係法令等」という。）を遵守し，必要な手続きを行い，円滑な事業の実

施に努めるものとする。 

関係法令等は，契約締結時点での最新版を使用するものとする。 

 

 ３ 基本方針 

 （１）安全・安心な給食の提供 

   ・HACCP の概念を取り入れた衛生管理の下，安全・安心な給食を提供する。 

   ・調理給食数を最大 8,000 食/日とする。 

   ・アレルギー対応室，設備を設置する。 

   ・床からの二次汚染を防止するドライシステムを導入する。 

   ・交差汚染を防止する施設・設備を設置する。 

   ・汚染・非汚染区域の明確なゾーニングを導入する。 

   ・外部からの異物混入を防止する設備を設置する。 

 （２）機能的で快適な調理・職場環境の充実 

   ・機能的な調理設備を導入する。 

   ・調理過程に連動した安全で動きやすい動線を確保する。 

   ・可能な限りストレスのかからない設備や環境を確保する。 
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 （３）経済的で効率的な整備・運営 

   ・給食センターとして必要な機能を低下させることなく，経済性や効率性に

配慮した整備手法，管理運営方法を検討し，可能な限り施設整備費や維持

管理等の縮減を図る。 

 （４）給食の適温提供 

   ・適切な温度管理を行うために，調理後の保温・保冷に十分配慮した搬送器

具を導入する。 

   ・調理後２時間以内に喫食を行うために，効率的な搬送ができる輸送形態や

調理能力を持った調理機器を導入する。 

 （５）家庭，地域と連携した食育の推進 

   ・調理現場の様子が見学できる見学通路を設置する。 

   ・学校給食における食育に関する情報コーナー等を設置する。 

   ・職員の研修，児童・生徒の見学会，保護者や地域住民を交えた講座，試食

会等にも利用できる研修室を設置する。 

   ・防災に配慮した施設を整備する。 

 （６）環境に配慮した効率的で質の高い施設 

   ・ライフサイクルコストに配慮した施設を整備する。 

   ・太陽光等の再生可能エネルギーを利用する設備を検討する。 

   ・ＣO2 の排出抑制など環境負荷の低減を図る省エネルギー機器を導入する。 

   ・施設の防音・防臭を考慮し，近隣との共生を図る。 

   ・生ごみの減量化及び再資源化への対応を図る。 

   ・省エネルギー化に努める。 

 （７）市民から愛される施設 

   ・市及び地域のシンボルとして，長きにわたって市民から愛される施設を設

置する。  

 

第２ 施設整備業務に関する要求水準 

 １ 総則 

 （１）業務の範囲 

  ア 設計業務 

  （ア）事前調査業務及び関連業務（地盤調査，用地設計等） 

  （イ）各種認可申請等業務及び関連業務 

  （ウ）設計業務（基本設計，実施設計）及び関連業務 

  （エ）施工監理業務 

  イ 建設業務 

  （ア）建設業務（造成，整地，付帯施設及び外構，道路からのアプローチを含

む，既存センターの解体とその跡の駐車場整備）及び関連業務 

  （イ）施設備品（事務機器等）調達業務 

  （ウ）完成検査及び引渡し業務 

  ウ 厨房調理機器・調理備品・食器食缶等調達搬入設置業務 

  （ア）厨房調理機器調達・搬入設置業務 

  （イ）厨房調理備品調達業務 

  （ウ）食器食缶等調達業務 
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  エ 開設準備業務 

  （ア）本件施設・各種設備・備品等の取扱いに関する市への説明及び運営に関

する助言 

  （イ）本件施設・各種設備・備品等の取扱いに関するマニュアルの作成 

  （ウ）本件施設・各種設備・備品等の取扱いに関する習熟のための研修の開催 

  （エ）調理リハーサルの支援 

  （オ）本件施設ＰＲ用のパンフレット及びイメージビデオ（実際に本件施設で

調理している風景の撮影含む）の作成 

  （カ）供用開始後の運営支援（期間は概ね 1 か月間，担当者の派遣などの支

援） 

 （２）施設整備業務の基本的な考え方 

  ア 安全性，耐震性，耐久性，災害時における機能維持や早期回復・復旧に配

慮する。 

  イ ライフサイクルコストの低減や将来における修繕・更新・部分的な用途の

変更等に対応可能なフレキシブルな仕様等，経済性に配慮する。供用開始か

ら 40 年間に渡っての内容，コストが分かるような提案を求める。 

  ウ 省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用による環境負荷の低

減等，周辺環境の保全に配慮する。 

  エ 「学校給食衛生管理基準」及び「大量調理施設衛生管理マニュアル」（以

下「衛生基準」という。）を遵守するとともに，食材の搬入から調理，配

送・回収，洗浄・消毒・保管に至るまでの一連の業務における HACCP の

概念に基づく衛生管理の徹底と作業の効率性，良好な作業環境づくりを念頭

に整備を行う。 

  オ 調理機器の導入に当たっては，市が作成する献立に対応可能で，8,000

食/日の調理が安全，確実，衛生的，効率的に行えるよう考慮する。 

  カ 既存の市給食センターの調理設備や備品のうち，継続利用できるものは転

用する。 

  キ 衛生管理やドライシステムに対する配慮がなされた計画とする。汚染・非

汚染区域を明確に区分する。 

  ク 交差汚染等リスクの少ない室設置等，除去すべき原因食品が混入しない計

画とする。 

  ケ 関係法令等を遵守する。 

  コ 事業に係る負担金・手数料等の費用については，本事業の事業者の負担と

する。 

 

 ２ 敷地条件 

   市給食センター事業用地の敷地条件は，下記による。 

   なお，敷地に関する規制内容は，本事業の事業者にて適宜確認を行う。 

 （１）事業用地 

    参考資料 1「市給食センター位置図」を参照 

 （２）敷地面積 

 約１１,４１７㎡ 参考資料 2「敷地範囲図」，参考資料 ２－１「現況平面

図」，参考資料 ２－２ 「市道２４３８号線の求積図」を参照 
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 （３）地域・地区 

  ア 市街化調整区域 

  イ 建ぺい率：60％，容積率：200％ 

 （４）インフラ整備状況 

    敷地周辺のインフラ整備の状況は次のとおりである。 

    接続に関しては，本事業の事業者が提案する施設整備に合わせて各供給事

業者等と協議を行うものとする。 

    参考資料 3-1「汚水管・雨水管敷設図」，参考資料 3-2「上水道管敷設

図」，参考資料 3-3「ガス低圧・中圧導管敷設図」を参照 

  ア 電気 

  （ア）供給事業者への確認，調整を行う。 

  （イ）構内の引込は地中埋設管路にて行う。 

  イ ガス 

  （ア）県道野田牛久線にガス低圧・中圧導管が敷設されており供給事業者への

確認，調整を行う。 

  （イ）供給方法等の詳細については，本事業の事業者の提案による。 

  ウ 上水道 

  （ア）県道野田牛久線及び市道 2438 号線に上水道管が敷設されており，詳

細については，守谷市上下水道事務所への確認，調整を行う。 

  エ 下水道 

  （ア）県道野田牛久線に下水管が敷設されており，詳細については，守谷市上

下水道事務所への確認，調整を行う。 

  オ 電話回線 

  （ア）通信事業者への確認，調整を行う。 

 （５）地盤状況 

    地盤状況を参考資料 4「地盤調査結果」（既存の市給食センターの地盤調

査結果）に示すが，本事業の実施に当たり必要な調査は，本事業の事業者の

責任及び費用負担により行う。 

 （６）埋蔵文化財包蔵地 

    参考資料 5「埋蔵文化財包蔵地」を参照 

 

 ３ 施設概要 

 （１）施設の種類 

    小・中学校給食の調理・配送等を行う共同調理場 

 （２）調理能力 

  ア 調理能力 

    8,000 食／日（アレルギー対応食を含む。） 

   ・主食（米飯，パン，麺）は，別に委託業者が調理後，各学校へ直接配送す

る。なお，献立によっては給食センターから配送される場合がある。（揚

げパン，やきそば等） 

   ・米飯は，弁当箱で提供され，喫食後の空箱は，別に委託業者が各学校から

直接回収する。ただし，将来的には，委託業者から食缶で配送・回収する

ことを検討している。このため，市給食センターが米飯用の食器を配送・
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回収することを想定する。（１８ページの炊飯室を参照） 

  イ 配送校 

    令和４年４月の供用開始時における配送校は，小学校 9 校，中学校 4 校

の計 13 校である。配送校の位置は，参考資料６「市給食センターと供給先

の学校との位置関係」を参照 

    児童・生徒数及び学級数及び提供食数の将来推計値については，参考資料

7「児童生徒数及び学級数の予測数」，参考資料 8「給食実施日（過去 3 年

間の実績）」を参照 

 （３）献立方式 

  ア 3 献立制 

  イ 副食３品（主菜×１品，副菜×２品）を基本とする。 

  ウ 希望者には，アレルギー対応食を提供する。 

  エ アレルギー対応食は，特定原材料７品目（卵，乳，小麦，えび，かに，そ

ば，落花生）を除いた代替食又は２品目（卵，乳など）を除いた除去食とす

る。 

    なお，事業期間中に対応アレルゲンを追加する可能性がある。 

  オ ３献立の内，揚物が２献立又は焼き物が３献立及び和え物が３献立の調理

ができる能力とする。 

 （４）稼働日数 

    最大２１０日/年 

 （５）供用開始時期 

    令和４年４月６日（水曜日）を予定 

 

 ４ 設計要求水準 

 （１）建築計画における基本的要件 

  ア ゾーニング計画 

  （ア）敷地内ゾーニング計画 

    ａ 構内への車両出入口は，本事業の事業者の提案による。 

    ｂ 施設本体，車両，除害施設（場内からの排水を処理するために守谷市

下水道条例に基づき設置する施設をいう。以下同じ。）等から発生する

臭気，騒音等による近隣への影響が最小となるよう配慮した施設配置と

する。 

    ｃ 下流水路等の流下能力を考慮した調整池の必要性を検討する。 

      なお，調整池の計画に当たっては，守谷市の上下水道事務所及び都市

計画課と協議を行う。 

    ｄ 既存樹木の保全，活用に努める。 

    ｅ 適切な位置に出入口を設け，食材納入時，配送時，回収時の車両の錯

綜が生じないよう安全性に配慮した計画とする。 

    ｆ 災害時の避難動線を適切に確保する。 

    ｇ 来客や業者等の敷地内への出入りに対する視認性を確保する。 

    ｈ 歩車分離を基本とし，人，車両等が円滑かつ安全に移動可能な計画と

する。 

ｉ 北側及び南側の県道野田牛久線は共に，拡幅計画がある。内容は，守
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谷市都市計画課に確認する。 

ｊ 敷地の南東部にある電波塔は残る。施設の外壁は，電波塔の中心から

５ｍ以上離す。 

ｋ 敷地に対し本施設及び付帯設備を適切な配置とする。 

ｌ 敷地の気象条件（北西風対策・積雪対策）が配慮された建物配置とす

る。 

ｍ 車両の乗り入れ，歩行者の安全，交通への配慮をする。 

ｎ 参考資料 13「新給食センター配置図案（参考）」を参照。 

  （イ）施設内ゾーニング計画 

    ａ 給食エリア（P15 参照）は，１階配置とし，一般エリアとは明確に

区分する。 

    ｂ 給食エリアにおいては，作業動線の交差による相互汚染を防止するた

め，汚染作業区域と非汚染作業区域を明確に区分し，これらを壁で完全

に分離する構造とするなど，衛生基準を遵守したゾーニングとする。ま

た，食品の流れが不可逆的に流れることを基本とする。 

    ｃ 給食エリアの各ゾーンについては，給食調理の流れ及び食品の流れが

一方向となるよう配置し，検収・下処理ゾーン，調理ゾーン，配送・コ

ンテナプールゾーン，洗浄ゾーンに分けた平面計画とする。各ゾーン内

では，作業区分ごとに部屋を区分けするものとする。 

    ｄ 諸室間の視認性を確保できるように窓を設置する等の工夫を施す。 

      なお，下処理室は，腰高から上部は可視区画にするなど，隣室の作業

状況を容易に確認できる構造とする。 

    ｅ 検収・下処理ゾーン内は，食肉類，魚介類，野菜・果物類及びその他

加工食品による相互汚染の防止に配慮した計画とする。 

    ｆ 調理従事者が汚染作業区域に入る際には，必ず汚染作業区域前室を，

非汚染作業区域に入る際には，必ず非汚染作業区域前室を通る構造とす

る。 

    ｇ 配送・回収側搬出入口は，配送と回収を区別し，作業がスムーズに行

えるよう十分な箇所数を設け，それに対応した配送・コンテナプール，

洗浄室のレイアウトを行うものとする。 

    ｈ 休日等も一般エリアに出入りが可能となるよう，一般エリアの共用部

分と業者専用部分の動線分離に配慮した計画とする。 

    ｉ 給食エリアにおける動線は，衛生基準に従い，食材の搬入，調理済み

の食品の搬送及び食器・食缶の回収までの一連の作業工程・作業動線を

考慮した計画とする。また，調理従事者が汚染・非汚染作業区域に入る

際には，前室を通る構造とし，前室にて靴を履き替え，作業衣に付着す

る毛髪，糸くず，ほこり等を取り除き，手指の洗浄，消毒等の衛生管理

対策が可能な構造とする。 

    ｊ 廃棄物の搬出動線は，清浄度区分の区域ごとに搬出可能なものとし，

清浄度基準の低い区域から高い区域への搬出ルートは避ける。また，不

可逆的な廃棄物専用ルートを設ける。 

    ｋ 微生物等による汚染を極力避ける必要がある作業を行う区域は，他の

区域から隔壁等により区画する。 
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    ｌ シューズの温水洗浄スペースを設ける。 

  イ 平面計画・断面計画 

  （ア）全般 

    ａ ドライシステムを採用する。 

    ｂ 諸室の出入口は，自動扉の設置や間口の確保等により衛生面や作業性

に配慮する。なお，自動扉のセンサーは台車等の高さを配慮する。 

    ｃ 給食エリアの主要諸室には衛生の区分ごとに清掃に必要な水栓，清掃

用具等の収納及び清掃用具の洗浄・消毒・乾燥等の施設を設ける。 

    ｄ 給食エリアの諸室には直射日光が当たらないように配慮する。 

    ｅ 野菜切裁室，揚物・焼物・蒸し物調理室及び煮炊き調理室は，通路等

から作業の様子を見学できるように配置し，見通しが効くように配慮し

て設備を配置する。 

    ｆ 給食エリアの各作業区域の境界は，食材や容器等がコンベア，カウン

ター又はハッチで受け渡しされるレイアウトとする。 

    ｇ 調理従事者の良好な作業環境に配慮する。 

    ｈ 障がい者の雇用に配慮した環境整備を行う。 

    ｉ 調理機器設備の修理・更新が円滑に行えるよう配慮する。 

    ｊ 配管等の更新は，床下配管ピットを設けずに対応できるように設計す

ることを理想とする。ただし，床下配管ピットが必要な場合は，最少範

囲として，配管の修理・更新が円滑に行える十分なスペース及び有効高

さを確保する。 

    ｋ 床下配管ピットを設けた場合は，概ね定尺配管材が搬入出できる床下

搬入口を設ける。 

    ｌ 学校給食衛生管理基準を遵守した諸室配置と衛生区画とし，汚染・非

汚染区域を明確に区分する。 

ｍ 交錯しない効率的な作業動線を確保する。 

ｎ 見学通路，食育のための情報コーナー，研修室を配置する。 

ｏ 災害対応の発電設備を配置する。 

ｐ 建築面積，床面積の機能的な縮減に配慮し，機能的でコンパクトな諸 

室配置とする。また，建設費の低コストにつながる配慮をする。 

ｑ 建物本体の形状が凸凹のない形状とする。 

ｒ 建物及び付帯設備や外構について，周辺住民に配慮した配置及びデザ 

インとする。 

ｓ 建物階高抑制に配慮し，機能的でコンパクトな諸室配置とする。 

ｔ 建物設備の維持管理が，低コストで行えるようにする。 

  ウ 仕上げ計画 

  （ア）全般 

    ａ 日常の清掃，点検・保守作業等の維持管理業務が効率的かつ安全に行

えるようにする。 

    ｂ 仕上げ選定に当たっては，「建築設計基準及び同解説」（最新版）に記

載される項目の範囲と同等以上であることを原則とする。 

    ｃ 外壁は，給食センターを想起させるデザイン等の提案を求める。 

    ｄ 食品衛生やドライシステムに適した材料計画とする。 
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ｅ 清掃しやすく，清潔を保てる材料計画とする。 

ｆ 労働環境の向上への配慮をする。 

ｇ 耐用年数が長く，破損しにくい材料を使用する。    

ｈ 台車等がぶつかっても安全なように腰部分の内壁の保護をする。 

ｉ 衛生管理への対応をする。 

  （イ）外部仕上げ 

    ａ 鳥類・鼠類及び害虫類の侵入及び住み着きを防ぐ構造とする。 

    ｂ 搬出入を行うプラットホームにはシャッター等を設け，配送口にはド

ッグシェルターを設ける。（前室機能を有する計画とする。） 

    ｃ 屋根は二重折板断熱屋根で，外壁は金属複合断熱パネルを使用する。 

  （ウ）内部仕上げ 

    ａ 床は，不浸透性，耐磨耗性，耐薬品性で，平滑で清掃が容易に行える

構造とする。給食エリアは，ドライ仕様とする。ただし，床の清掃時に

は洗剤を使用して水洗いが行えるものとする。熱源の下部は，耐熱仕様

とする。 

    ｂ 天井・内壁・扉は，耐水性材料を用い，隙間がなく平滑で清掃が容易

に行える構造とする。また現し部分には，抗菌作用のある（例えば，光

触媒の酸化チタニウム）材料を検討する。 

    ｃ 内壁と床面の境界には，アールを設け清掃及び洗浄が容易に行える構

造とする。 

    ｄ 高架取付設備等は，塵，ほこりの溜まらない構造とする。 

    ｅ 開閉できる構造の外窓には，取り外して洗浄できる網戸等を設置する。 

    ｆ 法的に必要な排煙窓は，衛生上配慮すべき箇所については遮光型のパ

ネルとする。 

    ｇ ガラス部分は，衝突防止及び飛散防止に配慮する。 

    ｈ 作業区域（部屋ごと）及び，汚染度に応じた色彩の仕上げ材とする。 

    ｉ 高所設置となる電球の取替え等，維持管理に配慮した計画とする。 

    ｊ 食品に直射日光が当たらないよう配慮する。 

    ｋ 窓枠（特に下部）は，塵，ほこりが溜まらないように勾配を設ける。 

  （エ）室内空気 

    ａ 建築の計画段階から，揮発性有機化合物の放散の少ない建築材料を用

いる。 

    ｂ 建物完成時には，「化学物質の室内空気中の濃度測定要領」に基づき

室内のホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物等の濃度測定を行い，各

測定物質濃度が基準値以下であることを確認する。 

  エ 外構計画 

  （ア）全般 

    ａ 外構設計に当たっては，敷地形状を考慮し有効な構内道路や周辺の景

観と調和する緑地を計画するとともに，耐久性や美観にも配慮する。ま

た，雑草の生えにくい構造とする。 

    ｂ 雨水排水については，調整池の必要性を検討し，雨水の流出抑制を図

った計画とする。 

    ｃ 隣接敷地境界と施設本体との間の視認性の確保を図る。 



- 9 - 

    ｄ 既存の正門，門扉，外構フェンス等は解体し，新しく整備した給食セ

ンター（以下「新給食センター」という。」と一体的な計画として設計

する。 

    ｅ 新給食センターが稼働するまで，既存の給食センターは操業する。施

設建設工事中の仮囲い，仮設道路等を設置する。 

  （イ）出入口 

    ａ 出入口には，門扉（レール等を含む。）を設置する。 

    ｂ 外部からの侵入を防ぐためのフェンスを設置する。 

    ｃ 門扉及びフェンスは，耐久性や美観に配慮する。 

  （ウ）構内道路・駐車場等 

    ａ 構内道路は，車両通行による沈下・不陸及び段差等を生じない構造と

する。 

    ｂ 車両の通行及び歩行者の安全確保のため，必要な路面表示を設け，必

要に応じ歩道を設置する。 

    ｃ 玄関付近に複数台分の障がい者用駐車スペースを確保し，障がい者用

の表示を行う。 

    ｄ 試食会参加者等が利用する大型バス 2台程度が駐車できるスペースを

確保する。 

    ｅ 公用・来客用に 8 台（公用 3 台，来客 5 台），職員，調理員，搬送車

者員用に 100 台程度の駐車場及び 20 台分の駐輪場を整備する。 

  （エ）植栽 

     現在ある植栽を活かす提案とし，新規には設けない。 

  （オ）配送車両車庫 

     配送車両の車庫を設置する。車両は，既存の２トントラック4台を使用

することを原則とするが，事業者の提案も求める。 

  （カ）屋外燃料貯蔵庫 

     設置する場合は，危険物の貯蔵に関する基準に基づく仕様とする。 

  （キ）屋外照明 

     照明による近隣に及ぼす影響の最小化を図り，防犯性を考慮し，照明の

目的・効果が期待どおり達成されるよう整備する。 

  （ク）雨水排水 

     敷地内に設ける排水溝及び暗渠は，トラップなどを設け，鼠類・昆虫類

等が侵入・発生しにくい構造とする。 

  （ケ）その他 

    ａ 備品や保管品用の倉庫及びゴミ置き場を考える。 

    ｂ 屋上及び屋根に上がる外階段を設ける。 

    ｃ 既存の給食センター・車庫・倉庫・オイルタンク等の施設を解体する。 

    ｄ 工事中における市給食センター従業員用の駐車場（60 台程度）を確

保する。 

    ｅ 既存の市給食センターへの進入路は，新給食センター稼働後も南側道

路から既存玄関まで使用できるよう整備する。 

    ｆ ドライバーの控室（トイレ付）を設置する。 

 （２）構造計画における基本的要件 
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  ア 構造計画の考え方 

  （ア）建築物の構造は，安全性・耐久性・経済性に配慮した計画とする。 

  （イ）建築物の基礎については，敷地や地盤の状況を十分に把握した上で，安

全かつ経済性に配慮した計画とする。 

  （ウ）主要構造部は，基礎以外は鉄骨造とする。 

  （エ）基礎，鉄骨，屋根，外装は，在来建築とシステム建築の両方で検討する。 

  イ 施設の性能 

    施設の性能は，以下の水準と同等以上とする。 

    なお，ここに記載しない項目については，「官庁施設の基本的性能基準」

と同等の水準を確保する。 

  （ア）構造体耐震安全性 

     施設の構造体耐震安全性の分類は，「官庁施設の総合耐震計画基準」の

Ⅱ類とする。 

  （イ）非構造部材耐震安全性能の分類 

     施設の非構造部材耐震安全性能の分類は，「官庁施設の総合耐震計画基

準」のＢ類とする。 

  （ウ）設備の耐震対策 

     「官庁施設の総合耐震計画基準」の耐震クラスを乙類とする。 

     なお，「受水槽」，「熱源機器」，「電源設備」，「防災設備」は防災性に考

慮し，それぞれ「重要水槽」，「重要機器」と位置付ける。 

 （３）設備計画における基本的要件 

  ア 電気設備 

  （ア）一般事項 

    ａ 更新性，メンテナンス性を考慮する。 

    ｂ 事務職員及び調理従事者が共用可能な集中管理パネル（防災監視，電

灯・空調の運転・停止，空調の温湿度調整，）を設置し，一括管理を行

う。また，主要機械・電気設備の運転状況，調理設備の運転状況の集中

管理システム及び，事務室から各調理室に情報伝達を行うシステム等の

提案を求める。 

    ｃ 環境に配慮した資材を採用する。 

    ｄ 再生可能エネルギーの活用を踏まえた計画とする。 

    ｅ 自然採光や照度センサーによる照明制御を行う等，照明負荷の削減に

ついて十分配慮した計画とする。 

    ｆ 将来の電気機器及び電気容量の増加の可能性があることを踏まえ，受

変電設備，配電盤内に電灯，動力の予備回路及び予備配管を計画する。

（引き込み用の予備配管を含む。）予備配管の本数については，屋外は

実装と同数，屋内は適宜とする。 

    ｇ 将来における修繕や大規模改修に配慮する。 

  （イ）設備項目 

   ① 電灯・コンセント設備 

    ａ 照明器具，コンセント等の配管・配線工事及び幹線工事を行う。 

      なお，これらについては業務に必要な数を確保する。非常照明，誘導

灯等は，関連法令等に基づき設置する。 
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    ｂ 原則としてＬＥＤ型照明器具を採用し，該当器具がない場合は，省エ

ネルギー型照明器具を採用する。 

    ｃ 照明器具は，塵，ほこりが付着しにくいものとするなど衛生面に配慮

した器具を選定する。 

    ｄ 調理に関する諸室の照明は，食品の色調が変わらないよう演色性に配

慮した光源とする。 

    ｅ 各室ともＪＩＳ基準に基づく照度（調理に関する諸室（下処理室，調

理室，和え物室など）＝500 ルクス，事務室等の執務諸室＝750 ルク

ス以上）を得ることができる照明設備とする。 

    ｆ その他の諸室，トイレ及び廊下等においては，必要十分な照度を確保

する。 

    ｇ 調理に関する諸室の照明器具には，電球等の破損による破片の飛散を

防止する保護装置を設ける。 

    ｈ 蒸気や湿気が発生する場所に設置する照明器具は，安全で耐久性のあ

るものとする。 

    ｉ 高所にある器具に関しては，清掃・交換等が容易に可能なものとする。 

    ｊ 水を扱う諸室に設置するコンセント設備については，漏電対策を行う。 

    ｋ 調理場内の移動式機器類の電源は，安全衛生面に配慮し，移動や清掃

の妨げとならないよう設置する。 

   ② 電源設備 

    ａ メンテナンスを考慮し，屋内設置とする。 

    ｂ 施設全体の使用電力量が容易に確認できるよう，メーターを設置する。

また，事務用とその他用の使用電力量が把握できるよう子メーターを設

置する。 

    ｃ 商用電力停電対策としての保安用自家発電設備の設置は，本事業の事

業者の提案による。 

      なお，防災用非常電源は関係法令等に基づき設置する。 

    ｄ 電気室や自家発電設備は，災害時においても機能を維持できる場所に

設置する。 

   ③ 通信・情報設備 

    ａ 使用する電話回線は４回線以上（うち，事務職員用事務所で３回線使

用）として整備する。 

    ｂ 諸室（給食エリア内の諸室等も含む）には，直接通話が可能な内線電

話を設置する。 

    ｃ 事務職員用事務室及び調理従事者用事務室（以下「両事務室」とい

う。）にインターネットに接続可能な情報コンセントの設置及び配管・

配線工事を行う。 

    ｄ 通信・情報技術の進展に対応して，配線敷設替えの容易な計画とする。 

    ｅ 事務職員用事務室にＦＡX 専用 1 回線を確保する。 

    ｆ 外部から光ケーブル等を事務職員用事務室，研修・会議室に引き込む

ための空配管を 2 本以上設置する。 

   ④ 情報表示設備 

    ａ 原則，電波受信方式の時刻表示装置を設けることとするが，電波の受
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信状態によっては，他の方式とする。設置場所は事務職員用事務室，一

般エリアの必要箇所及び給食エリア内で作業を行う各室・スペース・ラ

イン（ただし，冷蔵庫，倉庫を除く。），プラットホーム並びに外部４箇

所（玄関，食材搬入トラックヤード，配送トラックヤード，回収トラッ

クヤードの各々の付近）に設置する。 

    ｂ 時刻表示装置は，適切な方法により，自動補正を行い，正確な時刻を

表示可能なものとする。 

    ｃ 時計は，保守性を考慮した適切な回線数を有するものとし，プログラ

ムタイマー，電子チャイム等の必要な機能を有するものとする。 

    ｄ 時計は，時刻が容易に確認できる形式及び大きさとし，設置場所に応

じた意匠性を有するものとする。 

   ⑤ 拡声設備 

    ａ 調理場の場内・場外への放送が可能となる設備を設け，配管・配線工

事を行う。 

    ｂ 設置する機器は，高温多湿な環境に十分耐える機器とする。 

    ｃ 各室に応じた機器の騒音，反響に配慮したものとする。 

   ⑥ 誘導支援設備 

    ａ 施設の玄関及び検収室（搬入口）にはインターホン設備等を設け，配

管・配線工事を行う。 

    ｂ 多目的トイレに押しボタンを設け，異常があった場合，表示灯の点

灯・警報及び両事務室にて発報する計画とする。 

   ⑦ テレビ共同受信設備 

    ａ 執務諸室など必要箇所にテレビ共聴用アウトレットを設置する。 

   ⑧ 機械警備設備 

     施設の安全確保，盗難防止，火災防止及び財産の保全を目的に，機械警

備設備を導入する。機械警備設備は，市より別に業者に発注する。 

   ⑨ 監視カメラ設備 

    ａ 防犯性を考慮し，施設出入口，施設内建物周囲，建物出入口等に自動

録画可能なカメラを設置する。 

    ｂ 作業モニタリングを目的とし，主要な調理作業室において作業状況が

確認できる位置にカメラを設置し，事務職員用事務室にモニターを設置

する。 

    ｃ 調整池を設置する場合は，その状況を把握するためのカメラを設置す

る。 

  イ 再生可能エネルギー利用設備 

    ａ 太陽光等の再生可能エネルギーの利用設備を検討する。 

    ｂ 利用設備の種類，規模，得られた電力等の活用方法は本事業の事業者

の提案による。 

    ｃ 利用設備の設置は，屋上防水など将来の施設改修にも配慮した計画と

する。 

  ウ 広告設備 

    ａ 立地条件を生かし，将来的な設置を検討する。 

  エ 機械設備 
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  （ア）一般事項 

    ａ 周辺環境及び地球環境に配慮する。 

    ｂ 省エネルギー，省資源を考慮する。 

    ｃ 更新性，メンテナンスを考慮する。 

  （イ）設備項目 

   ① 換気・空調設備 

    ａ 調理場は結露が発生しないよう対策を講じるとともに，結露が発生し

た場合には結露水が落下しない対策を講じる。 

    ｂ 給食エリアにおける作業区域において水蒸気及び熱気等の発生する場

所には，これらの強制排気設備を設ける。 

    ｃ 給食エリアにおける作業区域においては，清浄な空気を十分に供給す

る能力を有する空調及び換気設備を設ける。 

    ｄ 外気を取り込む換気口には，害虫等の流入を防ぐため，フィルター等

を備える。 

      なお，当該フィルター等は，洗浄，交換及び取付けが容易に行える構

造，位置とする。 

    ｅ 空調及び換気・給排気口は結露対策を施す。 

    ｆ 熱源利用機器付近では，スポットクーラーを設置するなど作業環境に

配慮する。また，熱源利用機器稼働時においても調理場内の温度を

25℃以下，湿度を 80％以下とする。 

      なお，作業環境の計測においては，日光が直接当たる場所や釜等の熱

を発生する調理機器の近く，空調の風が直接当たる場所は避けて，床か

ら約 1.5ｍで測定する。 

    ｇ 諸室に操作リモコンスイッチ類を設置するとともに，管理面（例えば，

調理室等の温度・湿度の表示等）に配慮し，両事務室での集中管理を可

能とする。 

    ｈ 洗浄室，調理室など特に暑さ対策が必要な諸室は，吹き出し口にパン

カールーバーを用いるなど，局所空調が可能となるよう配慮する。 

    ｉ 換気及び空調設備は，清浄度の低い区域から清浄度の高い区域に空気

が流入しないように，設備間のインターロックを考慮して設置する。 

    ｊ 換気ダクトは，断面積が同一で，直角に曲げないようにし，塵，ほこ

りが留まらない構造とする。 

    ｋ 給食エリアから発生する臭気については，近隣に及ぼす影響が最小と

なるよう配慮する。 

    ｌ 室の圧力差により，自動ドア等の作動に影響が出ないように配慮する。 

   ② 給水・給湯設備 

    ａ 飲料水及び 80℃以上の熱湯が供給できる設備を適切に配置する。 

    ｂ 給水・給湯配管については防錆に配慮し，ステンレス管を用いネジ接

合とする。地震の際にも配管内の水が流出しない措置を講じる。 

    ｃ 冷却水の配管その他の供給配管で，断熱被覆を行うなど水滴による給

食エリアの汚染防止措置を講じる。 

    ｄ 受水槽は，鋼板製一体型又はステンレス製とし，マンホール面は密閉

式構造で，内部は清掃が容易で，かつ施錠のできる構造とする。地震の
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際にも，水槽内の水が流出しない措置を講じる。 

    ｅ 受水槽の出水口は，先に入った水の滞留を防ぐためタンク底部に設け

る。 

    ｆ 受水槽は，建物と分離して設置することも可とする。 

    ｇ 調理以外の用途で飲料水以外の水を使用する場合は，独立した配管で

送水し，配管にその旨を注意書きし，色分け等により区分を明確にする。 

      なお，地下水は使用しない。 

    ｈ 受水槽は，給水量が不足しないよう十分な容量とする。 

   ③ 熱源設備 

    ａ 導入する熱源設備及び機器等は本事業の事業者の提案とする。 

   ④ 排水設備 

    ａ 調理室内の排水を場外に排出する配管は，グリーストラップを介して，

除害施設に接続する。この場合，排水の逆流を防止するため，十分な段

差を設ける。 

    ｂ 汚染作業区域の排水は，非汚染作業区域を通過しない構造とする。 

    ｃ 冷却コイル，エアコンユニット及び蒸気トラップからの排水管は，専

用の配管で，調理室外へ排出できる構造とする。 

      なお，蒸気の場合，衛生面に支障がないと判断される場合には，再利

用も可とする。 

    ｄ 除害施設は，建物と分離して設ける。また，施設出入口付近への設置

を避けるとともに維持管理作業時等に配送車両の通行の妨げとならない

位置に設置する。更に，脱臭設備を設けるなど，敷地境界への悪臭の漏

出を防止するとともに，騒音の発生防止に努める。 

    ｅ 排水水質を法に定められた基準値以下とするため，排水処理設備の導

入を検討する。 

    ｆ ごみ等が残らず清掃がし易くかつ乾燥の早い構造とする。 

   ⑤ 衛生設備 

    ａ 調理室の各区画の入口及び必要な箇所に，調理従事者の数を考慮した

手洗い場を設置する。 

    ｂ 手洗い設備は，温水，石鹸で洗いその後，アルコール消毒する。肘ま

で洗える大きさの洗面台を設置する。給水栓は，直接手指を触れること

のないよう，自動式を設置する。 

    ｃ 衛生器具は，誰もが使いやすく，また節水型の器具を採用する。 

    ｄ 爪ブラシの滅菌・保管については提案による。  

   ⑥ 昇降機設備 

     施設が 2 階建となる場合は，エレベーターを設置する。 

     なお，当該エレベーターは，食品の運搬には使用不可とし，食品専用の

昇降機を設置する。 

   ⑦ 消火設備 

    ａ 消防法に基づき必要な消火設備を設置する。 

      なお，屋内消火栓を設置する場合は簡易操作型とする。 

    ｂ 敷地内に 40 ㎥の耐震防火水槽の設置が必要か検討する。 
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  オ その他 

  （ア）防鼠・防虫設備 

    ａ 給食エリアにおける調理従事者の出入口は，二重扉とするとともに，

その間は，暗通路又は出入口に昆虫等を誘引しにくい照明灯を設置する

など，鼠，昆虫等の施設内への侵入防止に配慮する。 

    ｂ 吸気口及び排気口に備える防虫ネットは，格子幅 1.5mm 以下のもの

とする。 

  （イ）収納設備 

    ａ 給食エリア内の各種収納設備は，不浸透性，耐酸性，耐アルカリ性の

材質とする。 

    ｂ 靴，エプロン，爪ブラシが殺菌できる収納設備を設ける。 

    ｃ 各エリアに清掃用具の収納施設を設ける。なお，殺菌能力は提案によ

る。 

 （４）主要施設の概要 

    主要諸室の概要は，以下によるものとする。 

  ア 給食エリア 

  （ア）入荷プラットホーム 

    ａ 食材を納入するトラック等から食材の搬入を行うためのプラットホー

ムのある空間とする。 

    ｂ 食材の納品・検収時間を考慮し，短時間で作業を完了させることがで

きるよう，十分な広さを確保する。 

    ｃ 野菜・果物類，食肉・魚介・卵類，一般物資物類が交差しないよう，

専用の搬入口を 3箇所設ける。なお，添え物専用の入口は提案による。 

    ｄ プラットホームに上がるための設備を設置する。 

    ｅ 塵，ほこり，虫及び雨水等の侵入防止に配慮する。 

    ｆ 給食センター内と連絡がとれる設備を設置する。 

    ｇ プラットホーム部は，トラックからの荷卸し等を行う際に，雨に濡れ

ない方法を配慮する。 

  （イ）荷受兼検収室 

    ａ 搬入された食材の荷受，仕分けを行う室とする。 

    ｂ 塵・ほこり・虫及び雨水等の侵入防止に配慮する。 

    ｃ 野菜・果物類，食肉・魚介・卵類，一般物資類用に区分して，各々専

用の荷受室を設ける。 

    ｄ 手洗い設備を設ける。 

    ｅ 短時間に大量の食材を取り扱うため，十分な広さを確保する。 

    ｆ 搬入された食材を検収し，専用容器に移し替える室とする。 

    ｇ 手洗い設備を設ける。 

    ｈ 検収した食材が，交差しない動線計画とする。 

    ｉ 検収用事務スペースを設け，伝票類の一時保管ができるような台と電

話機を設置する。 

    ｊ 事務職員用事務室から，汚染作業区域前室を介して直接検収室に通じ

る動線を備える。 

    ｋ じゃがいもやにんじん等の皮を剥くための所要の設備を整える。 
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      なお，別に皮むき室を設けることも可とする。 

  （エ）食品庫・調味料庫 

    ａ 調味料・乾物類等を保管・保存する室とする。 

    ｂ 食材ごとに適切な温度・湿度で保管又は保存する。 

    ｃ 検収された缶詰・調味料・乾物類等を種類ごとに分けて保管できるよ

うにする。 

  （オ）調味料計量室 

    ａ 食品庫・調味料庫から取り出した調味料を計量する。 

    ｂ 調理室側，食肉類・魚介類等を扱う下処理室側に専用搬送口で受け渡

しできるようにする。 

    ｃ 冷蔵庫を設置する。 

  （カ）冷蔵庫（室）・冷凍庫（室） 

    ａ 検収し，専用容器に移し替えた食材ごとに適温で保管する。 

    ｂ 検収室側と下処理室側の両方から出し入れしやすいよう，扉・配置等

を工夫する。 

    ｃ 納品量を勘案して，適当な広さを確保する。 

    ｄ 野菜・果物用，肉・魚用，卵用は，それぞれ区別する。 

  （キ）下処理室（野菜・果物用，食肉類・魚介類用，卵用） 

    ａ 野菜・果物用下処理室，食肉類・魚介類用下処理室，卵用下処理室に

区別し，相互汚染防止に配慮する。 

    ｂ 野菜類の下処理は，汚染度に配慮して作業を行うことができるように

する。 

    ｃ 食肉類・魚介類用下処理室は，各々の下処理を行うとともに，揚物機

及びスチームコンベクションオーブンを使用するための準備作業を行う

に十分な広さ，設備等を確保する。 

    ｄ 冷凍液卵の使用に必要となる設備を設ける。 

  （ク）容器・器具・運搬用カート等洗浄室 

    ａ 検収・下処理ゾーンで使用した，容器・器具・運搬用カート等を洗浄

する十分な広さの室とする。 

  （ケ）可燃物庫，不燃物庫 

    ａ 検収・下処理ゾーンで発生した残渣・包装材・空き缶等を一時保管す

るための所要の設備を整える。 

  （コ）倉庫 

    ａ 物品等を保管する室とする。 

    ｂ 各倉庫には，物品棚を設置する。 

  （サ）油庫 

    ａ 揚物機に使用する油の保管・保存及び廃油の保管を行う室とする。 

    ｂ 調理油（新油・廃油）を保存するための所要の設備を整える。 

    ｃ 揚物室及び検収室に近接した位置に設置する。 

    ｄ 納品・回収業者の作業方法や動線交差に配慮して設置する。 

    ｅ 清掃専用の水栓及び用具庫等を設置する。 

    ｆ 油の缶を置けるだけの十分な広さを確保する。 

    ※ 揚物機には，使用油を保存するタンクを備える。 
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    ※ 給食センターの揚物機のために納品される油は，ローリー車納入対応

可能な施設を検討する。 

  イ 調理ゾーン 

  （ア）野菜切裁室 

    ａ 野菜類を切裁，仕分けし，各調理室に送るための所要の設備を整える。 

    ｂ 切裁後の野菜を浸漬するためのシンク及び作業台は可動式とする。 

    ｃ 手でカットするための施設を備える。 

  （イ）揚物・焼物・蒸し物調理室 

    ａ 揚物・焼物・蒸し物の調理を行い，配缶するための所要の設備を整え

る。 

    ｂ 揚物に使用する揚物機は，新油の注入，廃油の排出，使用油の注入・

排出ができるものとする。 

    ｃ 加熱調理前と後の食品の動線が交差しないように配慮する。 

    ｄ 食肉類・魚介類用下処理室と隣接し，パススルー冷蔵庫・冷凍庫及び

カウンターを設置する。 

    ｅ 他の調理室との明確な区分を行う。 

    ｆ 調理機を洗浄する設備を備える。 

    ｇ 煮炊き調理室とつながるパススルーを備える。 

    ｈ ソース等を調理する小型の釜を２台備える。 

    ｉ 焼き・蒸しの調理は，スチームコンベクションのみの場合と，スチー

ムコンベクションと連続焼き物機を組み合わせた場合を想定する。 

  （ウ）煮炊き調理室 

    ａ 煮物・炒め物・ゆで物等の調理を行い，配缶するための所要の設備を

整える。 

    ｂ 他の調理室との明確な区分を行う。 

    ｃ 調理釜の配置は，加熱調理前と後の食品の動線が交差しないように配

慮する。 

    ｄ 調理機を洗浄する設備を備える。 

  （エ）和え物室 

    ａ 冷却した食材を和え，配缶するための所要の設備を整える。 

    ｂ 和え物に使用する缶詰の開缶を行う。 

    ｃ 和え物釜は消毒可能な仕様とする。 

    ｄ 加熱調理後，速やかに冷却できるように真空冷却機を設け，冷却した

食品，和え衣，和え物及び果物等を冷蔵保管するための所要の設備を整

える。 

    ｅ 食缶の保冷剤用の冷凍庫を配置する。 

    ｆ 他の調理室との明確な区分を行う。 

    ｇ 小型のシンクを配置する。 

 

  （オ）アレルギー専用調理室 

    ａ アレルギー対応調理ができる専用の調理室（最大 50 食程度対応）を

設置し，所要の設備を整える。 

    ｂ 食材や作業の動線に留意し，アレルゲン混入・誤配の防止に配慮した
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設備とする。 

    ｃ 搬送に使用する個食配送容器の消毒保管庫を設ける。 

    ｄ 他の調理室との明確な区分を行う。 

    ｅ 配送との整合に留意する。 

    ｆ 電気炊飯器が使用できる設備とする。 

    ｇ 食器洗浄機を設ける。  

  （カ）容器・器具・運搬用カート等洗浄室 

    ａ 調理ゾーンで使用した容器・器具・運搬用カート等の洗浄を行うため

の所要の設備を整える。 

  （キ）炊飯室 

    ａ 今回は，設置しない。ただし，将来，米倉庫も含め設置可能なスペー

スを確保し，倉庫等として活用する案を求める。 

  ウ 配送・コンテナプールゾーン 

  （ア）配送前室 

    ａ 配送車両へコンテナを搬入するための所要の設備を整える。 

    ｂ 手洗い設備を設ける。 

    ｃ プラットホームの搬入口が開口しているときには，外部からの虫・砂

塵・雨水の侵入を防ぐように配慮する。 

  （イ）コンテナ室 

    ａ 各調理室で調理品を配缶した食缶をコンテナに積み込み，配送前室に

送るための所要の設備を備える。 

    ｂ 洗浄した食器・食缶等を整理し，消毒保管するための所要の設備を備

える。 

    ｃ 洗浄したコンテナを消毒保管するための所要の設備を備える。 

  （ウ）添物用荷受室 

    ａ 添物の検収を行うための所要の設備を備える。 

    ｂ エアカーテンを設置する等，外部からの虫・砂塵・雨水の侵入を防ぐ

ように配慮する。 

    ｃ センター内と連絡がとれる設備を設置する。 

  （エ）添物仕分け室 

    ａ 添物の仕分けを行うための所要の設備を備える。 

    ｂ 添物の保管に必要な設備を設ける。 

  エ 回収・洗浄ゾーン 

  （ア）回収前室 

    ａ 配送車両からコンテナを搬入するための十分なスペースを確保する。 

    ｂ 昆虫などの侵入を防ぐため，トラックとの接続は，ドッグシェルター

とする。 

    ｃ ドックシェルターが開口しているときには，外部からの虫・砂塵等の

侵入を防ぐよう配慮する。 

  （イ）洗浄室 

    ａ 回収したコンテナ，食器・食缶・トレー・配膳用器具等を，それぞれ

の専用洗浄機で洗浄するための所要の設備を備える。 

    ｂ 回収した残食を学校ごとに計量するための所要の設備を整える。 
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    ｃ 汚染作業区域の調理従事者が洗浄後の食器取り出し口となる非汚染作

業区域に入ることがないよう壁で区切る等の配慮をする。 

    ｄ 十分なコンテナ滞留スペースを設ける。 

    ｅ 洗剤等の洗浄用備品を収納するための倉庫等を設置する。 

    ｆ コンテナ，食器・食缶等の洗浄を２時間程度で完了できる洗浄機を設

置する。 

    ｇ 食器等の洗い直し用・戻り用パススルーカウンターを設置する。 

  （ウ）厨芥処理室 

    ａ 残渣は，厨芥脱水機による減量化を行い，一時保管するための所要の

設備を整える。また，計量するための所要の設備を整える。 

    ｂ 残渣の搬入，回収，移送等の際の出入口の区分及びこれらの作業に係

る動線に配慮する。 

    ｃ 清掃専用の水栓及び用具庫等を設置する。 

    ｄ 臭気等が漏れない構造で，残渣等の搬出後容易に清掃ができる仕上げ

を採用し，汚液を流せる側溝を設置する。 

  （エ）重汚染物洗浄室 

    ａ 菌やウイルス等に汚染された可能性が高いコンテナ及び食器・食缶等

を洗浄・消毒を行うための所要の設備を備える。 

  （オ）ごみ置き場（可燃，不燃） 

    ａ 缶，瓶，段ボール等を種別に保管できる置場を設ける。置場は猫，ハ

エ等が寄らない方式とする。 

  オ 配送・回収ゾーン 

  （ア）配送・回収車 

     給食センターから，受配校までの配送・回収車の必要台数，能力等の設

計を行う。現在使用中の配送車は 2 トントラック 4 台であり，この変更

は原則行なわない。既存配送車の台数を増やさず，便数で対応可能とする

提案を求める。トラックの寸法は，参考資料 9「現況配送車仕様」を参照 

  カ 受配校ゾーン 

  （ア）受配校の配膳室 

    ａ 配送車からの運搬物を適切に受け入れる。 

    ｂ 既設配膳室及び施設の確認を行う。 

ｃ 既存の配膳室の改修は，提案による。 

    ｄ 各受配校の配膳室の内容は，参考資料 10「配送先各学校の配膳室施

設概要」と参考資料 11「各学校の配膳室図」を参照 

  キ その他の区域 

  （ア）非汚染作業区域前室 

    ａ 非汚染作業区域へ入室の際，靴及びエプロンを替え，作業衣に付着す

る毛髪，糸くず，ほこり等を取り除き，手指を洗浄，消毒できる室とす

る。 

    ｂ 非汚染作業区域への入口には，エアシャワーは提案による。 

    ｃ 非汚染区域への入口と出口は別に設け，扉は手を使わずに開閉できる

構造とする。 

  （イ）汚染作業区域前室 



- 20 - 

    ａ 汚染作業区域へ入室の際，靴及びエプロンを替え，作業衣に付着する

毛髪，糸くず，ほこり等を取り除き，手指を洗浄，消毒できる室とする。 

    ｂ 汚染作業区域へ出入りする扉は，手を使わずに開閉できる構造とする。 

  （ウ）配送・回収担当者用前室 

    ａ 作業衣を整え，手指を洗浄・消毒するための所要の仕様・設備を整え

る。 

  （エ）調理従事者用トイレ 

    ａ 用便前に調理衣を脱ぐことができるよう個別に脱衣スペースを設ける。 

    ｂ 個室内に手洗いを設ける。 

    ｃ 洋式とする。 

    ｄ 食品取扱所から 3m 以上を離す。  

  ク 一般エリア 

  （ア）事務職員用事務室 

    ａ 事務職員 10 名程度が事務を執る居室とする。 

    ｂ 調理従事者用事務室と別にする。 

    ｃ 玄関ホールに面して窓口を設ける。 

    ｄ 給湯設備や洗面所等を設ける。 

    ｅ 本室には，事務職員が使用する以下の備品等を導入する。 

      冷凍冷蔵庫１台，電子レンジ１台，ミーティングテーブル１式 

      事務机・椅子 10 台，事務机（Ｗ1,060×Ｄ730×Ｈ740） 

      書棚 10 台（Ｗ900×Ｄ400×Ｈ1,850 程度） 

    ｆ 本室において，以下の備品等（別途調達）を使用するため，その配置

を考慮する。 

      パソコン 10 台，プリンター・コピー（ＦＡX 機能付）・印刷機各一

台 

    ｇ 監視盤，モニター盤を設ける。 

    ｈ 職員打ち合わせコーナー（最大 10 人）を設ける。 

    ｉ 壁面収納庫，書庫を設ける。 

    ｋ 掲示物用ボードを設ける。 

  （イ）事務職員用更衣室 

    ａ 事務室と別に男女別に更衣用のスペース（計 10 程度）を設ける。男

女比は 3：7 程度とする。 

    ｂ 本室には，以下を導入（別途調達）するため，その配置を考慮する。 

      ロッカー10 台（Ｗ400×Ｄ600×Ｈ1,800 程度）とし，男女別に

分けて配置する。 

  （ウ）研修・会議室 

    ａ 会議及び試食会等に使用し，事務職員，調理従事者及び見学者を対象

とする。 

    ｂ 60 名程度を収容できる広さとする。 

    ｃ 可動式間仕切り壁で２分割でき，各々の部屋には机，椅子を収納でき

る付属倉庫を計画する。 

    ｄ 本室には，以下の備品等を導入（本事業の事業者にて調達）すること

から，その配置を考慮する。詳細については，別途指示する。 
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      [参考] 

      折りたたみ机（キャスター付き）25 台（Ｗ1,800×Ｄ600×Ｈ

700 程度），椅子 70 脚 

      映像・音響設備１式マイク，プロジェクター，スクリーン，テレビ 

      ＤVＤ 再生機，ホワイトボード 

  （エ）事務職員用の洗濯・乾燥室を設ける。  

  ケ 共用部分 

  （ア）玄関 

    ａ 外来者の動線も考慮した配置・動線並びに規模とする。 

    ｂ 外来者用の下足箱（70 足分程度）及びスリッパ（70 足分程度）ま

た，傘立てを用意する。 

    ｃ 玄関ホールには，来客，保護者等への相談・対応に使用可能な来客対

応面談スペースを設ける。 

    ｄ 玄関ホールには，応接カウンターを置く。 

    ｅ 玄関ホールには，掲示物用のボードを置く。 

  （イ）事務従事者及び来客用トイレ 

    ａ 事務職員及び調理従事者（保菌受検者）と来客（非保菌受験者）は分

離して使用する。 

    ｂ １階及び２階の両方に設置する。 

    ｃ 女性用について，特に配慮しながら，必要数を設置する。 

    ｄ 用便前に調理衣を脱ぐことができるよう個別に脱衣スペースを設ける。

(但し，来客用は不要) 

    ｅ 個室内に手洗いを設ける。 

    ｆ 洋式とする。 

    ｇ 食品取扱所から 3m 以上離す。  

  （ウ）多目的トイレ 

    ａ 障がい者が使用し，オストメイト（人工肛門保有者・人工膀胱保有者）

が利用可能なものとする。 

  （エ）見学通路 

    ａ 見学者や試食会参加者が調理作業等の様子を見学できる窓等を設ける。 

    ｂ 通路・壁面等に給食センターや食育に関する情報の発信スペースを設

ける。 

  （オ）屋上 

     ａ 塵，ほこり，落ち葉等の溜りの少ない，かつ掃除のしやすい構造と

する。 

  コ 調理従事者専用部分 

  （ア）調理従事者用事務室 

    ａ 調理従事者が事務を執る居室とする。なお，事務職員用事務室と連絡

が容易なところに設置する。 

  （イ）調理従事者用更衣室 

    ａ 調理従事者が使用する。 

ｂ 男女別に更衣用のスペース（計 60 人程度）を設ける。男女比は 3：

7 程度とする。 
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  （ウ）休憩室 

    ａ 調理従事者が使用する。 

  （エ）食堂 

    ａ 事務職員及び調理従事者用の食堂を設ける。 

  （オ）洗濯・乾燥室 

    ａ 必要な機能・面積を確保する。 

  （カ）機械室，電気室 

    ａ 必要な機能・面積を確保する。 

  （キ）ボイラー室 

    ａ 必要な機能・面積を確保する。 

 （５）調理設備における基本的要件 

  ア 調理機器等の設置 

  （ア）調理機器は，給食調理の流れや食品の流れが一方向となるように配置す

る。 

  （イ）回転釜は，同日の調理作業において，釜を洗浄して二度調理に使用する

二回転調理や使い回しが無いよう十分な数を配備する。 

  （ウ）調理後，2 時間以内の喫食を遵守するため，余裕を持った機器を配備す

る。 

  （エ）炊飯設備は設けない。ただし，将来，設置できるようにスペースを確保

する。 

  （オ）据付方法については，以下について配慮する。 

    ａ 耐震性能を考慮し，導入する機器の形状に合わせた固定方法とする。 

    ｂ 機器回りの清掃が容易である。 

    ｃ 塵，ほこり，ごみが溜らない。 

    ｄ キープドライである。 

  （カ）調理機器及び食器，食缶，コンテナ等の設計を行う。 

  （キ）調理機器は，自動運転を採用した場合は，故障時に手動で運転できる機 

能を持たせることが望ましい。 

  （ク）カート・調理台はスタッキング方式とする。 

  イ 調理設備の仕様 

  （ア）共通事項 

     設備の外装は，ステンレス板とする。 

  （イ）板金類の仕様 

   ① テーブル（作業台）類甲板 

    ａ 板厚は，変形しにくい 1.2mm 以上の板を採用する。 

    ｂ 甲板のつなぎ目は極力少なくし，塵，ほこり，ごみ溜りができない構

造とする。 

    ｃ 壁面設置の場合，背立て（バックスプラッシュ）を設け，水の飛散を

防ぐとともに，壁面を汚さないよう考慮する。また，高さについては，

テーブル面よりＨ=200mm 以上とし，塵，ほこり，ごみ溜りを減らす

よう，背立て上面を 45°以下でカットする。 

    ｄ 甲板と背立ての角では，５mmＲ以上のコーナーを設ける。 

   ② シンク類の槽 
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    ａ 仕様，板厚，つなぎ目，背立て及び甲板のコーナー面取り等に関して

は，テーブル類甲板の仕様と同等とする。 

    ｂ 排水金具は十分に排水を行える構造のものとし，必ずトラップ式の金

具を用い，清掃が容易なものとする。 

    ｃ 槽の底面は，水溜りのできない構造とする。 

    ｄ オーバーフローは，極力大型のものを用いる。 

    ｅ 槽の外面には，必要に応じて結露防止の塗装等により，床面への水垂

れを防止する。 

   ③ 脚部及び補強材 

    ａ 清掃しやすく，ごみの付着が少ない配管材，角配管材を使用する。 

   ④ キャビネット・本体部 

    ａ キャビネットは扉付とする。 

    ｂ 虫・異物の混入を防ぐ構造とする。 

  ウ その他付帯設備 

  （ア）資源物置場及び廃棄物置場 

    ａ 廃棄物等の飛散・流出や周辺への悪臭拡散を防止する。 

  （イ）残渣回収車駐車スペース 

    ａ 必要な機能・面積を確保する。 

    ｂ 内部のコーナー面は，清掃しやすい構造とする。 

    ｃ 汚れやすいレール部は，清掃しやすい構造であり，かつ取り外し可能

なものとし，洗浄が容易な構造とする。 

    ｄ 扉の裏側は，ステンレス板を枠の上に折り曲げてあり，ふちが扉の裏

側に面しない構造とする。 

    ｅ 本体・外装は，拭き取り清掃がしやすい構造とする。 

  エ 厨房機器の選定 

  （ア）市が作成する献立や調理指示書に従い，おいしく，安全，確実，衛生的，

効率的に調理できる機器を選定する。 

  （イ）清掃，洗浄・消毒を容易に行うことができる構造の機器を選定する。 

  オ 厨房機器の仕様 

  （ア）冷凍庫・冷蔵庫 

    ａ 外装の主要部分及び内装はステンレス製とし，いずれも抗菌仕様とす

る。 

    ｂ 隙間のない密閉構造とする。 

    ｃ 排水トラップを用いた防臭構造とする。 

    ｄ 食材の温度管理を適切に行える機器とする。 

    ｅ 庫内温度が庫外で確認でき，高・低温等の異常が確認できる機器とす

る。 

    ｆ 自動温度記録装置等により，経時変化を記録する機器とする。 

    ｇ 適宜プレハブ式を導入する。 

    ｈ 適宜パススルー式を導入する。 

  （イ）食材の検収・保管・下処理機器 

   ① 食材用冷凍庫・冷蔵庫 

    ａ 庫内温度が庫外で確認でき，高・低温等の異常が確認できる機器とす
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る。 

    ｂ 自動温度記録装置等により，経時変化を記録する機器とする。 

    ｃ パススルー式とし，検収室側，下処理室側双方に扉を取り付ける。 

   ② 保存食専用冷凍庫を汚染区域，非汚染区域それぞれに設ける。 

   ③ 皮むき機 

    ａ 食材の取出し口の高さを，床面からＨ＝600 ㎜以上確保する。 

    ｂ 皮くず等が，直接排水管に流れないよう配慮する。 

  （ウ）調理・加工機器 

   ① 回転釜 

    ａ 排水がスムーズに処理できるよう，口径・バルブなどのドロー機構に

配慮した機器とする。 

    ｂ 洗浄時を含め，水滴を床に落下させない構造とする。 

    ｃ 釜縁は，水滴や食材を床に落とさないエプロン構造とする。 

    ｄ 給水・給湯の水栓の開閉は，足踏み式とするなど衛生的に作業を行う

ことができ，調理従事者の使いやすさに配慮した構造とする。 

    ｅ 調理用の給水・給湯の水栓の他に掃除用のホース接続口を，カプラ式

にて給水・給湯をそれぞれに設ける。 

    ｆ 調理経過が視認できる機器とする。 

        ｇ 手動式とする。 

   ② 揚物機 

    ａ 未加熱食材と加熱食材が交差しない構造とする。 

    ｂ 調理油や揚げかす等の処理が容易な機器とする。 

    ｃ 油温温度表示機能があり，調理温度管理が容易な機器とする。 

    ｄ 清掃がしやすく，清潔さが保てる機器とする。 

    ｅ 調理経過が視認できる機器とする。 

   ③ スチームコンベクションオーブン 

    ａ 熱風とスチームでの組合せ調理が可能な機器で，煮る・焼く・蒸す・

解凍・再加熱・保温・芯温調理ができる機器とする。 

    ｂ 調理状態が視認できる機器とする。 

    ｃ 温度表示機能があり，調理温度管理が容易な機器とする。 

    ｄ 庫内温度や食材の中心温度が容易に計測又は記録できる構造とする。 

    ｅ メニューによって異なる加熱温度，加熱時間を登録できる機器とする。 

    ｆ 使用するホテルパンは，メニューに応じた仕様とする。 

    ｇ 食材の取出し口の高さを，床面からＨ＝600 ㎜以上確保する。 

    ｈ 自動洗浄可能な機器とする。 

    ｉ 流用品以外で新規導入品の場合は，パススルー式を導入する。 

    ｊ カートイン式とし，車輪は中に入らない機器とする。 

   ④ 真空冷却機 

    ａ 加熱食材を短時間で冷却し，中心温度を 10℃以下にする機能を有す

る機器とする。 

    ｂ 効率的な運用及び省スペースに配慮した機器とする。 

    ｃ カートイン式とし，車輪は中に入らない機器とする。 

    ｄ 扉は，パススルー式とする。 
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   ⑤ 熱機器・その他 

    ａ 排熱等により調理作業環境に支障をきたさない機器とする。 

    ｂ 設備配管等が機外に露出していない構造とする。 

  （エ） 洗浄・消毒・保管機器 

   ① 食器洗浄機 

    ａ 予備洗いを行う浸漬機を有するなど，確実な洗浄性能を有した機器と

する。 

    ｂ 自動給水装置・自動温度調節装置付きで，すべての献立に応じた，食

器・食具・食器カゴ等が自動洗浄可能な機種とする。 

    ｃ 洗浄方式については，環境に配慮した確実な洗浄性能を有した洗剤を

使用する方式による。 

    ｄ 食具の洗浄は，超音波洗浄機等，確実な洗浄性能を有した機器とする。 

   ② 食缶等洗浄機 

    ａ 予備洗いを行う浸漬機を有するなど，確実な洗浄性能を有した機器と

する。 

    ｂ 自動給水装置・自動温度調節装置付きで，食缶・バット・トレー等が

自動洗浄可能な機種とする。 

    ｃ 洗浄方式については，環境に配慮した確実な洗浄性能を有した洗剤を

使用する方式とする。 

   ③ コンテナ洗浄機 

    ａ 給食搬送用コンテナ等を，自動で連続洗浄できる機器とする。 

    ｂ エアブローや加熱などにより，水滴が確実に除去できる機器とする。 

    ｃ 洗浄方式については，環境に配慮した確実な洗浄性能を有した洗剤を

使用する方式による。 

   ④ 消毒保管庫・器具殺菌庫 

    ａ 自動温度調節機能付きで，設定温度が 120℃まで設定でき，乾燥，

殺菌，保管が可能な機器とする。 

    ｂ 食缶等の消毒が効率的にでき，作業負担が軽減できる機器とする。 

    ｃ 庫内設定温度に達してからの消毒時間が設定可能であり，消毒時間が

表示され，かつ容易な操作により確実に消毒ができる機器とする。 

    ｄ 収納された食缶が見やすく，取り出しやすい機器とする。 

    ｅ 食器とトレーをコンテナに入れたまま行う消毒・保管は，提案による。 

  （オ）調理備品 

    ａ 食材用容器，調味料用容器，スパテラ，まな板，包丁等は提案による。 

 （６）食器，食缶及び配膳器具における基本的条件 

  ア 食器，食缶及び配膳器具 

    小・中学校において使用する食器，食缶及び配膳器具を設計する。食器，

食缶及び配膳器具は，以下の事項に留意する。 

  （ア）食缶は，調理後２時間（児童・生徒喫食まで）は，保温 65℃以上，保

冷 10℃以下を保持できる機能を有するものとする。 

  （イ）食缶は，配送中や児童・生徒が教室まで運ぶ際に，汁物や煮物等がこぼ

れない仕様で，児童・生徒が握りやすい形状の持ち手のものとする。 

  （ウ）配膳器具は，セットで毎日提供する。 
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     なお，児童・生徒の使いやすさ，ユニバーサルデザイン等に特に配慮す

る。 

  （エ）食器，食缶及び配膳器具は，コンテナ及び洗浄機と不整合がないものと

する。 

  （オ）食器，食缶及び配膳器具は，学級用以外に教職員用として，各配送校に

用意する。 

  （カ）食器，食缶及び配膳器具は，試食会用も用意する。 

  （キ）食器，食缶及び配膳器具は，中古品を使用しない。 

  （ク）食器，食缶及び配膳器具は，全ての部分が消毒保管機に収納できるもの

とする。 

  （ケ）アレルギー用食器は，提案による。 

  （コ）食器，食缶の仕様は，参考資料 12「食器・食缶の検討」を参照 

  イ コンテナ 

    使用するコンテナを以下の事項に留意して設計する。 

（ア）コンテナの大きさは，現在使用中の 2 トントラックを使用する前提で

検討する。 

  （イ）コンテナには，献立に応じて添物（ヨーグルト，デザート等），アレル

ギー対応食を積載する。 

  （ウ）コンテナの両面に扉を設置し，開扉時には固定できるようにするととも

に，食器カゴや食缶は２列配置とし，両側から各１列ずつ取り出せるよう

にする。 

 （７）既存の給食センターの考え方 

  ア 調理設備等で流用可能品は流用する。参考資料 15「現給食センターの調

理器具等リスト」を参照。 

  イ 建築資材で一部の品は，新センターに活用する。 

    正面入り口の「給食センターの銘板」等が想定されるが，建築資材品のリ

ストはなく，事業者にて調査する。 

  ウ 新センター稼働後は，既存センター及び関連施設（倉庫，車庫，受水槽， 

    グリーストラップ，受変電設備等）は全て解体・撤去とする。その跡地 

    は，駐車場とする。参考資料 14「現給食センターの概要」を参照。 

 

 ５ 設計及び建設に関連する業務における共通事項 

 （１）設計者による管理の考え方 

    要求水準を満たすために，基本的に以下の対応により，設計の各業務を実

施し管理を行う。 

  ア 設計時における設計図及び計算書等の書類の確認 

  イ 各部位の施工前における施工計画及び品質管理計画の確認 

  ウ 各部位の施工終了時における計画に基づいた施工の確認 

 （２）要求性能確認計画書の作成及び提出 

    前記（１）を踏まえ，要求性能確認計画書を市と協議の上で作成し，提出

する。 

    要求性能確認計画書の内容を変更する場合は，市と事前に協議し，確認さ

れた内容を速やかに提出する。 
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 （３）要求性能確認計画書に基づく確認 

    要求性能確認計画書に基づき各業務を管理し，要求水準を満たしているこ

とを確認する。 

 

６ 事前調査業務及びその関連業務 

   本事業の実施に必要な事前調査業務及びその関連業務は，本事業の事業者の

責任で行う。関係法令等に基づき，円滑に業務を遂行する。 

 （１）業務期間 

    事業スケジュールに支障がないよう本事業の事業者が計画する。 

    なお，具体的な期間については，本事業の事業者の提案に基づき契約書で

定める。 

 （２）業務内容 

  ア 施設整備に必要な調査一式（地盤調査，土壌調査，電波障害調査，既設電

波塔調査等）を行う。 

  イ 近隣との調整及び建築準備調査等を十分に行い，工事の円滑な進行と近隣

の理解及び安全を確保する。 

  ウ 市の既済調査を参考にしつつ，建物及びその工事によって近隣に及ぼす諸

影響を検討し，問題があれば適切に対応する。 

 （３）各種許認可申請等業務及び関連業務 

  ア 事前協議等 

    ・施設整備を円滑に実施するため，法規制に関する関係官公署への事前相

談，協議を行う。 

    ・市の関係部局（市以外の関係官公署を含む）との協議・調整や必要とな

る申請や届出等を行い，協議・調整が整ったものの副本等を取りまとめ，

市に提出する。 

  イ 申請等業務 

    ・工事に伴い必要となる申請等について，関係法令等による全ての手続き

についてリストを作成する。各申請等に当たっては，市に事前に説明を

行い，市の確認を受ける。 

    ・各種申請等の手続きを円滑に行い，設計スケジュールに遅延が発生しな

いようにする。併せて，各種申請許認可等の書類の写しを市に提出する。 

    ・関係官公署との事前協議等において，市の協力が必要な場合，市は必要

に応じ，これに協力する。 

    ・市が行う必要がある申請等の諸手続きに関しては，本事業の事業者は，

市の求めに応じて必要な協力を行う。 

    ・本事業の事業者は，計画通知等，関係官公署への手続きの主体となり，

資料作成を行う。 

     なお，手数料は本事業の事業者が負担する。 

 

７ 設計業務及びその関連業務に伴う各種許認可手続き等 

   本要求水準書等に基づき，本事業における設計を行う。設計は基本設計，実

施設計の順に行う。また，施設整備に必要な官庁許認可手続一式（守谷市開発

行為等に関する指導要綱に関する 60 条証明）を行う。 
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 （１）業務期間 

    準備工事等を含めて，設計スケジュールに支障がないように本事業の事業

者が計画する。設計期間の短縮に関する具体的な提案を求める。 

    なお，具体的な期間については，本事業の事業者の提案に基づき契約書で

定める。 

 （２）業務内容 

  ア 設計体制及び責任者の設置 

    設計業務の責任者を配置し，設計体制と合わせて，設計着手前に市に提出

する。 

  イ 設計計画書の提出 

    詳細工程表を含む設計計画書を作成し，市に提出して承認を得る。 

  ウ 打合せ及び記録等の作成 

    市と協議を行った際には，その内容について，その都度書面に記録し，相

互に確認する。 

  エ 基本設計及び実施設計に関する書類の提出 

    基本設計及び実施設計の各終了時には，以下の書類（電子データ化が可能

なものについては，電子データを含む。）を提出する。 

    なお，提出時の体裁，部数等については，別途指示する。 

  （ア）基本設計 

    ・設計図 

    ・工程表 

    ・設計計画書 

    ・施工計画書 

    ・基本設計説明書 

    ・設備計画資料 

    ・構造計画資料 

    ・調理設備リスト及びカタログ 

    ・調理備品リスト及びカタログ 

    ・什器備品リスト及びカタログ 

    ・地質調査資料 

    ・要求性能確認計画書 

    ・要求性能確認報告書 

    ・その他必要図書 

  （イ）実施設計 

    ・設計図 

    ・工程表 

    ・設計計画書 

    ・施工計画書 

    ・実施設計説明書 

    ・工事費内訳書 

    ・数量調書 

    ・設計計算書（構造・設備他） 

    ・調理設備リスト及びカタログ 
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    ・調理備品リスト及びカタログ 

    ・什器備品リスト及びカタログ 

    ・パース 

    ・各種諸官庁申請書類 

    ・要求性能確認計画書 

    ・要求性能確認報告書 

    ・その他必要図書 

  オ 設計業務についての留意事項 

    設計の検討内容は，市の求めに応じ提出する。 

  カ 設計責任者の設置と進捗管理 

    設計の進捗管理は，本事業の事業者の責任において実施する。 

  キ 設計変更 

    市は，必要があると認める場合，本事業の事業者に対し，市給食センター

の設計変更を要求することができる。その場合，本事業の事業者は，当該変

更に係る書類を速やかに提出すること。 

    なお，具体的な手続き等は契約書に定める。 

  ク その他留意事項 

  （ア）市が国・県ほか関連機関に対して行う報告業務等について協力する。 

  （イ）市は国からの交付金（学校施設環境改善交付金）を申請する予定であり

交付申請及び起債等に必要な資料の作成を支援する。支援内容は，交付金

申請用および地方債申請用の設計図書及び積算書の作成支援（申請対象部

分と対象外部分の区分け及び諸経費の按分表の作成等），その他本事業に

関連して，市が必要とする申請等を想定している。 

  （ウ）本施設は，都市計画法第 29 条第 1 項第 3 号に該当するため，開発許

可は不要であるが，開発許可に準じた協議手続きを行う。開発許可に準じ

た協議手続きは，守谷市開発行為等に関する指導要綱に基づき，市の関係

部局（市以外の関係官公署を含む）と協議・確認，必要となる申請や届け

出等を行う。また，市と連携して本施設の開発計画について関係住民への

計画説明会を開催し，意見調整を図る。 

  （エ）本施設に係る計画通知は，守谷市長名にて行うが，市又は市と本事業の

事業者との連名にて行う必要がある諸手続きについては，市の求めに応じ

て必要な協力を行う。 

  （オ）工事が完了した際は，完了検査を受け，検査済証の交付を受ける。 
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 ８ 建設工事及びその関連業務に伴う各種申請等の業務 

 （１）着手前の業務内容 

  ア 各種申請業務 

    計画通知等施工に伴う関係法令等で定められた各種申請手続きを事業スケ

ジュールに支障がないように実施する。また，各種許認可等の書類の写しを

遅滞なく市に提出する。 

  イ 申請等に係る負担金・手数料等 

    費用については，本事業の事業者の負担とする。 

  ウ 施工品質管理方針書の作成 

  （ア）着手前に施工品質管理方針書（建設企業の品質管理方針及び工事監理企

業の監理方針を含む。）を作成し，市に提出する。 

  （イ）施工品質管理方針書の作成に当たっては，事業者は，関係者各々の役割

を明確にする。当該方針書の構成は以下を想定している。 

   ① 全体品質管理方針 

    ・工事総合実施体制 

    ・会議運営体制 

    ・緊急連絡先系統図 

    ・工事監理企業，監理技術者の資格・実績証明 

    ・施工時のセルフモニタリングの方法 

    ・品質管理文書の管理方法等 

   ② 品質管理方針 

    ・品質管理方針 

    ・全体施工計画概要等 

    ・施工分担 

   ③ 監理方針 

    ・工事監理体制 

    ・工事監理要領 

     （工程管理，品質管理，施工計画書・施工図の承諾の方法等） 

  エ 提出書類の作成・提出 

  （ア）施工品質管理方針書の他，建設工事着手前に以下の書類を作成し，市に

提出する。 

     なお，提出時の体裁，部数については，別途指示する。 

    ・工事着手届 

    ・現場代理人及び監理技術者届（経歴書及び資格者証を含む。） 

    ・施工計画書（詳細工程表，工事実施体制，主要協力業者一覧表，仮設計

画書を含む。） 

    ・工事記録写真撮影計画書 

    ・再生資源利用計画書 

    ・建設廃材処分計画書 

    ・その他必要書類 

  （イ）監理技術者が，市に提出，報告する。 

  （ウ）「再生資源利用計画書」は，「建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律」によるものとする。 
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  オ 準備調査 

  （ア）敷地内に現存するものに手を加える（撤去，伐採を行う等）際には，事

前に市及び関係機関に確認を行い，届出等手続きが必要な場合には，滞り

なく行う。 

     なお，これらに要する費用は，本工事費に含むものとする。 

  （イ）既設敷地境界標は工事着工前に確認を行う。また，工事に伴い損傷等を

与えた場合は本事業の事業者の費用にて復元する。 

 （２）建設期間中の業務内容 

  ア 建設工事 

  （ア）各種関連法令等及び工事の安全等に関する指針等を遵守し，設計図書及

び施工計画に従って施設の建設工事を実施する。 

  （イ）工事現場に工事記録を常に整備する。 

  （ウ）工事監理状況を市に毎月報告するほか，市から要請があれば施工の事前

説明及び事後報告を行う。 

  （エ）市は，本事業の事業者の行う工程会議に立会うことができるとともに，

何時でも工事現場での施工状況の確認を行うことができる。 

  （オ）近隣及び工事関係者の安全確保と環境保全に十分配慮し，工事中におけ

る本施設の近隣住民等への安全対策については万全を期す。 

  （カ）建設工事に必要な電気・水道等は，建設工事・事業スケジュールに支障

が出ないよう，本事業の事業者の責任において調達する。 

  （キ）工事車両が現場に出入りする場所には，交通誘導員を必要人数配置する

等，安全に留意する。 

  （ク）工事に伴う騒音，振動，悪臭，粉じん，地盤沈下等については，周辺環

境に及ぼす影響を最小限に抑えるよう十分な対策を行う。 

  （ケ）工事により発生した廃棄物などについては，法令の規定に基づき適切に

処理，処分し，再生可能なものについては，積極的に再利用を図る。 

  （コ）隣接する建物や道路などに損害を与えないよう留意し，工事中に汚損・

破損をした場合の修繕及び補償は，本事業の事業者の負担において行う。 

  （サ）隣接施設内及び窓面が見えないよう目隠しを設置する等，配慮する。 

  （シ）適切な工程計画とし，工期短縮への具体的な提案をする。 

（ス）工事期間中の安全管理に対する具体的な提案をする。 

（セ）工事期間中に，適切な品質管理をする。 

  イ 提出書類の作成 

  （ア）工事期間中に以下の書類を作成し，市に提出する。なお，提出時の体裁，

部数については，別途指示する。 

    ・機器承諾書 

    ・主要資機材一覧表 

    ・主要工事施工計画書 

    ・工事監理報告書 

  （イ）監理技術者が市に提出・報告する。 

 （３）完了時の業務内容 

  ア 本事業の事業者による完成検査 

  （ア）自らの責任及び費用において，完了検査及び調理設備等の試運転を実施
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する。 

  （イ）市は，本事業の事業者の実施する完了検査及び調理設備等の試運転に立

会うことができる。 

  （ウ）本事業の事業者は，市に対し完了検査及び調理設備等の試運転の結果を

検査済証その他検査結果に関する書面の写しを添えて報告する。 

  イ 厨房機器設置 

    建設工事終了前から調理機器等の搬入・設置工事等を実施する。 

    既存の市給食センターの流用品は，学校の休み期間中に搬入・設置工事等

を行う。 

  ウ 市による竣工検査 

  （ア）竣工検査に必要な工事完成図書を作成し，竣工検査を受ける。 

  （イ）工事完成図書は，以下の書類について紙及び電子データにて提出するが

提出時の体裁，部数も含め詳細は，別途指示する。 

    ・工事完了届 

    ・工事記録（工事記録に関する写真を含む。着工前も含む。） 

    ・完成図（建築） 

    ・完成図（電気設備） 

    ・完成図（機械設備） 

    ・完成図（調理設備） 

    ・各種試験結果報告書 

    ・マニュフェストＡ・Ｅ票（写し） 

    ・電気・機械・調理の各設備のリスト・カタログ 

    ・調理備品のリスト･カタログ 

    ・什器備品のリスト･カタログ 

    ・各種承諾図 

    ・設備・備品関連説明書等 

     （取扱説明書，運転方案，保全計画書，保証書の写し） 

    ・完成調書 

    ・完成写真 

    ・安全関係書類一式 

    ・工事カルテ（コリンズ）登録写し 

    ・諸官公署届出書類の写し 

    ・その他必要図書及び市が必要と認めるもの 

  エ 新給食センターの引渡し 

    工事完成図書とともに引渡しを行う。 

 

 ９ 開業準備業務 

 （１）開業準備業務における基本的な考え方 

  ア 供用開始後の維持管理・運営業務を円滑に実施し，安定した給食の提供が

できるように，実際の流れに即したリハーサルや訓練，業務従事者への研修，

設備等の試運転を行う。 

  イ 開業準備業務の実施により発生する費用については，調理リハーサルで使

用する食材調達に要する費用，調理リハーサルに伴い発生した残食及び残渣
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の処理に要する費用を含め，本事業の事業者の負担とする。 

 （２）業務計画書の作成 

    事前に市と協議を行った上で，開業準備期間の開始までに開業準備業務に

関する計画書（以下，「開業準備業務計画書」という。）を作成し，市の承認

を得る。また，業務計画を変更する場合は，市と協議し，承認を得る。 

 （３）事故等発生時対応マニュアルの作成 

    地震，火災及び事故等の発生時の対応について，関係機関等との連絡体制

を含めた対応マニュアルを作成し，市の承認を得る。 

 （４）開業準備期間中における給食センターの維持管理 

    引渡し後から運営の開始までの間，必要な維持管理業務を行う。 

 （５）設備等の試運転 

    設備等を試運転させ，正常に稼働することを確認する。不具合等が見られ

る場合は，必要な措置を講じる。 

 （６）調理従事者等の研修・訓練等 

  ア 調理従事者に対し，衛生管理，設備機器の操作方法及び作業手順等の指導

教育を行い，習熟を図る。 

  イ 地震，火災及び事故等発生時の対応について，想定される事態の種類ごと

に，事業者提案回数の訓練を実施する。 

  ウ 事務職員に対し，施設の使用等に関し必要な説明会等を実施する。 

 （７）調理リハーサル 

    給食センターで行う検収・調理・洗浄・保管までの一連の作業工程のリハ

ーサルを行う。実施回数及び食数については，本事業の事業者の提案とする

が，具体的な実施内容については，市と事前に協議を行う。 

 （８）廃棄物の処理 

    調理リハーサルに伴い発生した残食及び残渣の処理方法は，本事業の事業

者の提案とするが，可能な限り再生利用に努める。処理費用は，事業者の負

担とする。 

 （９）配送リハーサル 

    配送及び回収業務並びに学校配膳室業務の一連の配送工程のリハーサルを

行う。実施回数については，本事業の事業者の提案とするが，具体的な実施

内容については，市と事前に協議を行う。参考資料 16「平成３１年度給食

配送予定」を参照。 

 （10）業務報告書 

    業務計画書に基づいて実施した内容及び結果について，市に報告する。 

 （11）起工式の準備・開催 

    本事業の事業者は，工事着手前に起工式を執り行い，市も出席する。 

    なお，これらに要する費用は，本事業の事業者の負担とする。 

 （12）開所式の準備・開催 

    市が主催する開所式開催の支援・協力を行う。 

 （13）広報資料の作成 

  ア パンフレット 

    市給食センターの紹介用パンフレット（コート紙 135ｋｇ，Ａ３両面カ

ラー刷りＡ４折り，４頁程度）1,000 部を作成し，原版データ（ＣＤ－Ｒ
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として提出）とともに市に提出する。内容については，市と調整を行い，承

認を得る。 

  イ ＤＶＤ 

    マスターＤＶＤ１枚，コピー10 枚を作成し，市に提出する。 

    内容については，市と調整を行い，承認を得る。なお，制作に伴う撮影，

取材などの対象は，給食センターだけでなく，配送校やごみ処理過程なども

含めることとする。 

    なお，提出後のＤＶＤの著作権は市に帰属するものとする。録画時間は

15 分程度とする。 

 

第３ その他実施に関し必要な事項 

 １ 公募型プロポーザル参加に伴う費用負担 

   参加に伴う費用は，全て参加者の負担とする。 

 

 ２ 情報公開及び情報提供 

   本事業に関する情報は，適宜，市ホームページにおいて公表する。 

 

 ３ 問合せ先 

   担当部局： 守谷市教育委員会 学校給食センター 

   住所   ： 〒302-0116 茨城県守谷市大柏 1064 番地の 2 

   ＴＥＬ ： 0297-48-0253 

   ＦＡＸ ： 0297-48-5388 

   Ｅ-mail ： kyuushoku@city.moriya.ibaraki.jp 

   担当者 ： 所長 坂 登司男 
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参考資料１ 市給食センター位置図（茨城県守谷市大柏１０６４番地の２） 
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参考資料２ 敷地範囲図 

 現況平面図及び求積図は，参考資料２－１，２－２を参照。 

 但し，No.２については，使用の可否は流動的である。 
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参考資料２－１ 現況平面図（現場見学時に原図確認可） 
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参考資料２－２ 市道２４３８号線の求積図（現場見学時に原図確認可） 
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参考資料３－１ 汚水管・雨水管敷設図 （管種，管径等は供給事業者に確認） 
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学校給食センター 
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参考資料３－２ 上水道管敷設図 （管種，管径等は守谷市上下道事務所に確認） 

 

 
 

 

 

 

  

野田-牛久線（北側道路） 

市道２４３８ 

野田-牛久線（南側道路） 

守谷市 

学校給食センター 
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参考資料３－３ ガス低圧・中圧導管敷設図（管種，管径等は供給事業者に確認） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

ガス低圧導管 

 

野田-牛久線（南側道路） 

守谷市 

学校給食センター 

ガス中圧導管 
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参考資料４ 地盤調査結果（既存学校給食センターの地盤調査結果） 
 

新学校給食センターの地盤調査を行う上での参考（現場見学時に原図確認可） 
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参考資料５ 埋蔵文化財包蔵地 
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参考資料６ 市給食センターと各学校の位置関係 
 

市給食センターは，市のほぼ中心部，かつ市立小学校（9 校），市立中学校（4

校）の中心に位置している。配送時間は，市給食センターから最も距離のある郷州

小学校に対しても約 15 分以内となっている。 

 

 
No. 学校名 配送距離 配送時間 No. 学校名 配送距離 配送時間 

1 黒内小学校    約 1.8 ｋm 約 6 分 1 御所ケ丘中学校 約 2.5 ｋm 約 6 分 

2 守谷小学校 約 3.1 ｋm 約 8 分 2 守谷中学校    約 1.4 ｋm 約 5 分 

3 松ケ丘小学校 約 0.7 ｋm 約 3 分 3 愛宕中学校 約 3.6 ｋm 約 13 分 

4 高野小学校 約 2.7 ｋm 約 4 分 4 けやき台中学校 約 2.0 ｋm 約 5 分 

5 大井沢小学校 約 2.7 ｋm 約 6 分     

6 松前台小学校 約 3.8 ｋm 約 9 分     

7 郷州小学校 約 4.2 ｋm 約 10 分     

8 大野小学校 約 1.4 ｋm 約 3 分     

9 御所ケ丘小学校 約 2.7 ｋm 約 8 分     
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参考資料７ 児童生徒数及び学級数（平成 27 年～57 年＜令和 27 年＞）の予測数 

         （教職員数は含まず） 
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参考資料８ 給食実施日（過去３年間の実績） 

 

年度 No 学校名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 
10

月 

11

月 

12

月 
1 月 2 月 3 月 

年間

計 

30

年

度 

1 大井沢小学校 14 20 20 13 0 17 22 19 14  16  19  13  187  

2 大野小学校 14 20 21 13 0 16 22 19 14  16  19 13 187  

3 高野小学校 14 19 21 13 0 17 22 19 14  16  19 13 187  

4 守谷小学校 14 20 21 13 0 17 22 19 14  16  19 13 188  

5 黒内小学校 14 20 21 13 0 17 22 19 14  16  19 13 188  

6 御所ヶ丘小学校 14 20 21 13 0 16 22 19 14  16  19 13 187  

7 郷州小学校 14 20 20 13 0 17 22 19 14  16 19 13 187  

8 松前台小学校 14 20 20 13 0 17 22 19 14  16 19 13 187  

9 松ヶ丘小学校 14 20 21 13 0 17 22 19 14  16 19 13 188  

小学校計 126 179 186 117 0 151 198 171 126  144  168  117  1,686  

10 守谷中学校 15 20 21 13 0 16 21 20 14  16  19  13 188  

11 愛宕中学校 15 21 20 13 0 16 21 20 14 16 19 13 188  

12 御所ヶ丘中学校 15 21 21 13 0 15 21 20 14 16 19 13 188  

13 けやき台中学校 15 21 20 13 0 16 21 20 14 16 19 13 188  

中学校計 60 83 82 52 0 63 84 80 56  64  76  52  752  

29

年

度 

1 大井沢小学校 14 19 21 12 0 19 19 20 15 16 19 14 188 

2 大野小学校 14 19 22 12 0 18 20 19 15 16 19 14 188 

3 高野小学校 14 18 22 12 0 19 20 19 15 16 19 14 188 

4 守谷小学校 14 18 22 12 0 19 19 20 15 16 18 14 187 

5 黒内小学校 14 19 22 12 0 18 19 19 15 16 18 14 186 

6 御所ヶ丘小学校 14 19 22 12 0 19 19 19 15 16 19 14 188 

7 郷州小学校 14 19 21 12 0 19 19 19 15 16 18 14 186 

8 松前台小学校 14 19 21 12 0 19 19 19 15 16 19 14 187 

9 松ヶ丘小学校 14 19 22 12 0 19 19 18 15 16 19 14 187 

小学校計 126 169 195 108 0 169 173 172 135 144 168 126 1,685 

10 守谷中学校 15 18 22 12 0 18 19 20 15 16 14 14 183 

11 愛宕中学校 15 19 21 12 0 18 19 20 15 16 14 14 183 

12 御所ヶ丘中学校 15 19 22 12 0 17 19 20 15 16 14 14 183 

13 けやき台中学校 15 19 21 12 0 18 19 20 15 16 14 14 183 

中学校計 60 75 86 48 0 71 76 80 60 64 56 56 732 

28

年

度 

1 大井沢小学校 14 18 21 12 0 19 19 19 15 15 20 15 187 

2 大野小学校 14 18 22 12 0 18 20 19 15 15 20 15 188 

3 高野小学校 14 17 22 12 0 19 20 19 15 15 20 15 188 

4 守谷小学校 14 17 22 12 0 19 19 19 15 15 19 15 186 

5 黒内小学校 14 17 21 12 0 18 20 19 15 15 20 15 186 

6 御所ヶ丘小学校 14 17 22 12 0 19 20 19 15 15 20 15 188 

7 郷州小学校 14 17 21 12 0 19 19 19 15 15 19 15 185 

8 松前台小学校 14 17 21 12 0 19 20 19 15 15 20 15 187 

9 松ヶ丘小学校 14 17 22 12 0 19 20 18 15 15 20 15 187 

小学校計 126 155 194 108 0 169 177 170 135 135 178 135 1,682 

10 守谷中学校 15 17 22 12 0 18 19 20 15 15 20 15 188 

11 愛宕中学校 15 19 21 12 0 18 19 19 15 15 20 15 188 

12 御所ヶ丘中学校 15 17 22 12 0 17 19 20 15 15 20 15 187 

13 けやき台中学校 15 19 21 12 0 18 19 20 15 15 20 15 189 

中学校計 60 72 86 48 0 71 76 79 60 60 80 60 752 
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参考資料９ 現況配送車仕様 
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参考資料１０ 配送先各学校の配膳室施設概要（調査日：平成 31 年 1 月） 
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参考資料１１ 各学校の配膳室図 

 

大井沢小学校 
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 大野小学校 
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 高野小学校 
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 守谷小学校 
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 黒内小学校 

 

 
 

 配置図 
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 御所ケ丘小学校 
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 郷州小学校 
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 松前台小学校 
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 松ケ丘小学校 
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 守谷中学校 
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 愛宕中学校 
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 御所ケ丘中学校 
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 けやき台中学校 
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参考資料１２ 食器・食缶の検討 
 

１ 共通事項 

 （１）児童生徒が学校で使用することを十分に考慮し，安全性・耐久性を備え，児童生徒 

にとって使いやすいものとする。 

 （２）教職員用として，児童生徒が使用するものと同一のものを調達する。 

２ 食器等 

  食器等の種類は，下表の内容を目安とする。なお，これらは参考として例示したもので 

あり，メーカーや寸法等を指定するものではない。また，以下の点に留意して，必要数 

量を調達する。 

（１）食器は，ＡＢＳ樹脂又はＰＥＮ樹脂とする。また，食器のサイズ・重量・強度・使 

用感・熱伝導・耐熱・対キズ・撥油・撥水・光沢・食物色素・環境ホルモン・安 

全性・価格・洗浄機との相性を考慮して選択し，かつ児童生徒にとって扱いやすいも 

のとする。 

  （２）数量は各 7,0００枚とする。破損等による不足が発生しないように，5％の予備を 

確保する。 

（３）色は別途指定する。 

（４）アレルギー対応食器は提案による。  

種類 サイズ（ｃｍ） 
トレー ３３．０×３３．０ ～ ３４．０×３４．０程度 角形 

皿１（深皿） （直径）１８．０×（深さ）３．４程度（底面１２．５以上） 

皿２（小皿１） （直径）１４．５×（深さ）３．３程度 

皿３（小皿２） （直径）１３．０×（深さ）３．２程度 

ボール （直径）１４．０×（深さ）５．８程度 

食器かご 食器の大きさ，数量，洗浄方法等を勘案して選択する 

   

 ３ 食缶 

   下記（１）～（３）を留意して，メーカーや寸法等については，提案によるものとする。 

  （１）児童生徒が持ち運びをしやすいものである。 

  （２）安全性が高い高性能断熱二重食缶である。 

（３）洗浄しやすく，清潔さを保ち，耐久性にすぐれているものとする。 

 

 ４ 配膳器具 

  学校別，クラス毎に管理する必要があるため，全クラス分のセットを用意する。１クラス 

  分のセット数・種類は，おたま（2 本）・うどんおたま（２本）・チューリップトング（2

本）とする。 
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参考資料１３ 新給食センター配置図案（参考） 
 

 １．幹線道路は，北側の TX 線沿いとする。 

２．幹線道路と敷地の高低差は約 1.2m である。 

３．新センターの施設は，現在の料亭駐車場（南東部）の利用を最少範囲とする。 

４．既存の電波塔（南東部）は，そのまま残す。 

５．記載の寸法は，概略寸法である。 

６．市道 2438 は，南側道路から大柏神社へ到る範囲は残す。 

７．新センターから，北側道路に至る接続部分には，歩道がある。通過する各車両の重量に耐

えられるように改良する。 

 

Ｎ 
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参考資料１４ 現給食センターの概要 

 

 

施設等 構造 階数 
延床面積 

（㎡） 
屋根 外壁 備考 

給食センター 

RＣ 

一部 SR

Ｃ 

2 1,760.01 

ＡＬＣ版+

金属シン

グル葺き 

RＣ+吹付

タイル 
 

プロパン小屋 RＣ 1 17.08    

車庫 S 1 59.4 スレート スレート  

倉庫１ S 1 40    

倉庫２ S 1 約 15    

オイルタンク施設       

受水槽施設       

グリース 

トラップ 
      

受変電設備       

門扉 銘板は，流用 

外構フェンス 新センターの外構施設に併せて改修 

調理器具 新センターへの転用品以外は処分。販売可能品は売却 

事務備品 新センターへの転用品以外は処分。転用品は，受託者と相談 
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 現給食センター配置図 
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  現給食センター 1 階平面図 
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現給食センター 2 階平面図 
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現給食センター 立面図 東・西 
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現給食センター 立面図 北・南 
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参考資料１５ 現給食センターの調理機具等リスト   

 

平成 27 年度以前購入分 

物  品  名 メーカー名･規格･品質 台 数 

調理台 ステンレス 8 

コンテナ 6 学級用 44 

高速度ミキサー ＭＸ－40 1 

移動台 Ｌ型ステンレス 31 

合成調理機箱   2 

移動調理台   3 

合成調理機箱   1 

移動台（2 段式）   2 

食器消毒保管庫   1 

ガスコンロ   2 

冷蔵庫  東芝 外 4 

移動台（スノコ）   9 

球根皮剥機 ＰＬ－82Ｎ 1 

さいの目切機 ＣＢＭ－40 2 

高速度ミキサー ＭＸ－40 3 

一槽シンク   8 

スーパーエレクターシェルフ   3 

りんご皮剥機 ＨＫ―203 1 

フードミキサー ＨＳ―105Ｄ 1 

抜水機 ＤＳ―26T 1 

レボル釜 ＥＲＳ－800Ｌ－Ｓ 2 

蒸気回転釜 ＳＲＢ－300 2 

ガス回転釜 ＤＧＫ－60 1 

レックスオーブン ＲＥＸ7－24 2 

蒸し器 ＮＲＢ－300 2 

食器浸透槽   1 
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食器洗浄機 ＰＷＡ－8ＮＨＤ 1 

受水槽   10 

食缶洗浄機 ＤＷＡ－8ＮＨＤ 1 

スプーン浸透槽   1 

スプーン洗浄機 ＶＣ－902 1 

一槽水切り付シンク   1 

食器消毒保管庫 ＪＳＴ－Ｗ180Ｓ 1 

食缶消毒保管庫 ＪＳＴ－Ｗ180Ｓ 5 

スーパーエレクターシェルフ   3 

ステンレス流し台   2 

ガステーブル   2 

レックスオーブン ＲＥＸ7－24 1 

殺虫器 ＴＥＫ－151Ｎ 4 

ガス湯沸器 パロマＰＨ－5ＫＢ 1 

電動缶切器 Ｋ－1000 1 

食器消毒保令庫 ＩＳＣＴ－Ｗ2200Ｓ 1 

電動缶切器  Ｋ－1000 1 

食器消毒保玲庫 ＩＳＣＴ－Ｗ2200ＳＭ 1 

塩分計 （標準装備品） 1 

移動台（Ｌ型）   3 

エレクターシェルフ ＬＳ－1900Ｌタイプ 1 

蒸気回転釜 ＳＲＢ－300 2 

扇風機 ＳＦ－450ＤＳ 3 

合成調理機 ＧＯ－413Ｐ200Ｖ 1 

球根皮剥機 ＰＬ82Ｎ 3Ｐ2000 1 

食品切さい円盤刃 ＥＳー2Ｌ 1 

スノコ台   13 

ハンサー ＨＳ605 1 

油こし機 0Ｃ1200Ⅴ 1 
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ザル置台   12 

缶切機 Ｋ1000 1 

超高波洗浄機 ＵＣ903 1 

汁柯子洗浄機 88Ｂ－40 1 

ディスポイザー ＮＲＰ－20 1 

割卵機   1 

食器消毒保管庫   4 

包丁殺菌庫 ＫＴ101 1 

レボル釜   ＥＲＣ800Ｌ－ＳＡ 2 

食器洗浄機 ＤＷＡ4 8ＭＢ 1 

一槽水切り付シンク   1 

蒸気ボイラー（1） ＡＥ－1500ＨＡ 
 

1 

スノコ台車   7 

高圧洗浄機  ＴＲＦ－350 1 

給食用保存用冷凍庫 367Ｆ－1 565 ㍑ 2 

移動式浸透そう 1800×900×800 1 

移動台 1300×700×440 5 

ハンサー用かご台 600×400×150 4 

蒸気ボイラー（2） ＡＩ－1500ＨＡ 242 

移動台 ＨＭー159 5 

フードスライサー ＥＣＡ型Ｘタイプ 1 

包丁 刃 160 ㎜ 18 

ガステーブル ナショナルＧＴ－50Ｒ 1 

高速ポリッシャー   1 

ドライ用移動シンク 900×900×850 1 

ドライ用移動台 1,800×900×850 1 

ドライ用運搬車 950×700×900 3 

パイスケット専用受台 535×600 3 
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ジェットオーブン ＦＧＪＯＡ50ＢＬＳ  1 

リターンコンベア ＦＣＶＡ50 1 

トレイローダー ＦＴＬ12 1 

オーブンパンフルコーティング ＰＣ51121－00  20 

波型パンフルコーティング ＰＣ5112300 40 

食缶蓋用カゴ 370×760×370 5 

バット蓋用カゴ 410×670×310 5 

ガス湯沸器 パロマＤＨ-55Ａ 1 

ドライザル受 550 タイプ 4 

移動シンク Ｄ=400 1800×900×800 1 

ガスフライヤー ＤＳＫＣ－43Ａ 1 

油圧コンベアー ＯＴ－12Ｄ 1 

オイルミストキャッチャー ＯＭＣ－3090Ｓ－ＳＨ 1 

平成 28 年度購入分 

平刃用シムステン 1mm 4 

フードスライサー用調整式 

2 枚刃円盤 
 1 

和え物シンク 1500×750×600 1 

パナソニック掃除機 MＣ-PＫ18Ｇ 1 

レンジ NＥ-ＥＨ229 1 

ハイテク丸スパテラ 150ｃm 2 

ハイテク丸スパテラ 120ｃm 2 

ハイテク丸スパテラ 75ｃm 4 

噴霧器  1 

シンク付移動サイノ目切機 ＣＢM-40-ＤＨ-Ｃ 1 

フードスライサー MＫ-202 1 

移動式スライサー置台兼シンク付 1500×900×700 1 

コンテナ 1250×730×1420 2 

ざる置台 ＤＢM-600Ｈ 1 
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移動台 TＫ-126M-S1200×600×600 2 

洗浄用食器かごランチ皿専用 340×415×200 1 カゴ 45 枚 70 

自動食器洗浄機 WＦＢ-80W 特 1 

移動台車 1500×750×1500 3 

受け台 1930×750×850 1 

移動シンク SＩ-189MＤＢ 1800×900×850 2 

移動台 TＫ-159MPＡ 1500×900×800 3 

虫ポン捕虫器  1 

虫ポン捕虫器  3 

平成 29 年度購入分 

プレート殺菌庫 ＫT-55Ｈ（電気式）乾燥機能付 1 

蒸気回転釜ハンドル片面式 ＡSＩ-61Ａ傾斜エプロン 2 

排水受け SUS1100×500×250 2 

厨芥脱水機 ＡＤ3000S1100×650×1370 1 

脱水機制御盤 ＡＣP-30Y600×200×500 1 

調整タンク ＡTＫ-300S1300×1000×1455 1 

ハイテク丸スパテラ 

（大型しゃもじ） 
150ｃm 4 

平成 30 年度購入分 

カスタム防水デジタル秤 ＣS-20ＫWP 2 

ハイテク丸スパテラ 

（大型しゃもじ） 
150ｃm 2 

コンビオープン ＡＣO-300ＥS ラックカート SＥT 有 3 

ラックカート SＥT ＡＣO-300ＥW 3 

フードスライサー MＫ-202 型 1 

移動式スライサー置台兼シンク付 1500×900×700 1 

調整式二枚刃円板 エムラ MＫ-202 用 1 

高圧洗浄機 ＡＪP-4170VＧQ 1 
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参考資料１６ 平成３１年度 給食配送予定   

 

１．配送順および学校到着予定時刻 

 

・ 各小中学校の給食開始時刻，学級数，所在地等を考慮し，配送ルートを組んで

いる。 

・ 各小中学校，４校時終了３５分前までの到着を予定している。 

・ ○内のアルファベットはブロック，（ ）内の数字はコンテナ台数を表している。 

・ 到着予定時刻は，交通事情等により前後する場合がある。 

 

 

 配送車① 配送車② 配送車③ 配送車④ 

１便目 ①－１ ②－１ ③－１ ④－１ 

○Ａ黒内小（４） 

１０：５５頃着予定 

○Ｂ守谷小（５） 

１１：００頃着予定 

○Ａ大井沢小（３） 

１１：０５頃着予定 

↓ 

○Ａ松前台小（２） 

１１：１５頃着予定 

○Ｂ松ケ丘小（４） 

１１：００頃着予定 

↓ 

○Ｂ高野小（２） 

１１：１５頃着予定 

２便目 ①－２ ②－２ ③－２ ④－２ 

○Ａ 御 所 ケ 丘 小

（２） 

１１：２０頃着予定 

↓ 

○Ａ 御 所 ケ 丘 中

（３） 

１１：２５頃着予定 

○Ｂ郷州小（２） 

１１：２５頃着予定 

    ↓ 

○Ｂ愛宕中（２） 

１１：３５頃着予定 

○Ａ大野小（２） 

１１：４０頃着予定 

↓ 

○Ａ守谷中（３） 

１１：５０頃着予定 

○Ｂ け や き 台 中

（３） 

１１：４０頃着予定 

 


